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附附附附    「接続ルールの見直しについて」第一次答申（草案）（平成１２年「接続ルールの見直しについて」第一次答申（草案）（平成１２年「接続ルールの見直しについて」第一次答申（草案）（平成１２年「接続ルールの見直しについて」第一次答申（草案）（平成１２年
１１月１７日公表）に対する意見（同１１月１７日から１２月４日１１月１７日公表）に対する意見（同１１月１７日から１２月４日１１月１７日公表）に対する意見（同１１月１７日から１２月４日１１月１７日公表）に対する意見（同１１月１７日から１２月４日
迄募集）及びそれに対する考え方迄募集）及びそれに対する考え方迄募集）及びそれに対する考え方迄募集）及びそれに対する考え方    

    
    
    

【意見提出者（五十音順、括弧内は本文で用いた略称）】    
 

（１） 電気通信事業者 

   イー・アクセス株式会社（イー・アクセス） 

   エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社（ＮＴＴコミュニケーションズ） 

   エムシーアイワールドコム・ジャパン株式会社（ＭＣＩワールドコム） 

   株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（ＮＴＴドコモ） 

   株式会社ディーディーアイ（ＫＤＤＩ） 

   グローバルアクセス株式会社（グローバルアクセス） 

   ケーブル・アンド・ワイヤレス・アイディーシー株式会社（Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 

   東京通信ネットワーク株式会社（ＴＴＮｅｔ） 

   東京めたりっく通信株式会社（東京めたりっく） 

   西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本） 

   日本テレコム株式会社（ＪＴ） 

   日本電信電話株式会社（ＮＴＴ持株） 

   東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東日本） 

   レベルスリー・コミュニケーションズ株式会社（レベルスリー） 

 

（２）個人 

   筒井 多圭志（筒井） 

    
【凡 例】 

 
草案の該当箇所 
○意見・質問 
（意見・質問提出者） 
 

考え方 
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第Ⅰ章 現状 

意見・質問 考え方 
（な し） ――― 

 
 
 

――――――――――――――――――― 
 
 
 
第Ⅱ章 指定電気通信設備の範囲 
 第１節 移動体通信事業者の設備の扱い 

 
３ 考え方 
（２）指定電気通信設備に移動体通信事業者設備を含めることの是非 

意見・質問 考え方 
  
 意見１ 移動体通信設備は不可欠設備とは言えないという

ことに異論なし。 
 考え方１ 

 ――― 
１ 指定電気通信設備に移動体通信設備を含めることの是非
について、今回の答申案では、 
「移動体通信事業者の設備は、次の理由から不可欠設備と「移動体通信事業者の設備は、次の理由から不可欠設備と「移動体通信事業者の設備は、次の理由から不可欠設備と「移動体通信事業者の設備は、次の理由から不可欠設備と
は言えない。は言えない。は言えない。は言えない。    
・移動体通信市場においては、固定網とは異なり、電気・移動体通信市場においては、固定網とは異なり、電気・移動体通信市場においては、固定網とは異なり、電気・移動体通信市場においては、固定網とは異なり、電気
通信設備を設置する事業者が地域単位に３以上存在す通信設備を設置する事業者が地域単位に３以上存在す通信設備を設置する事業者が地域単位に３以上存在す通信設備を設置する事業者が地域単位に３以上存在す
ること。ること。ること。ること。    

・固定網とは異なり、複数の移動体通信事業者が加入者・固定網とは異なり、複数の移動体通信事業者が加入者・固定網とは異なり、複数の移動体通信事業者が加入者・固定網とは異なり、複数の移動体通信事業者が加入者
回線を含め自ら設備を構築しており、加入者線を含め回線を含め自ら設備を構築しており、加入者線を含め回線を含め自ら設備を構築しており、加入者線を含め回線を含め自ら設備を構築しており、加入者線を含め
たネットワークの代替性が存在していること」たネットワークの代替性が存在していること」たネットワークの代替性が存在していること」たネットワークの代替性が存在していること」 

と明確に規定しています。 
 これは、前回（10月25日）申し上げました当社の意見と
同様であり、異論はもとよりございません。    

 （ＮＴＴドコモ） 
 

 

３ 考え方 
（３）移動体通信市場における市場支配力等に着目したルール 
  
 意見２－１ 支配的事業者規制を移動体通信市場に適用し

た場合、ユーザや事業全体に対し、どのようなメリ
ットがあるのか全く理解できない。 

 考え方２－１ 
 
(1) 「移動通信」市場において、例 

 えば、市場支配力を有する事業者 
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２ 今回の答申案では、 
「当該（「市場支配力」を有する）事業者との接続が他事業「当該（「市場支配力」を有する）事業者との接続が他事業「当該（「市場支配力」を有する）事業者との接続が他事業「当該（「市場支配力」を有する）事業者との接続が他事業
者にとっては不可欠とまでは言えないものの、市場価格な者にとっては不可欠とまでは言えないものの、市場価格な者にとっては不可欠とまでは言えないものの、市場価格な者にとっては不可欠とまでは言えないものの、市場価格な
どに左右されないだけの力を持つ当どに左右されないだけの力を持つ当どに左右されないだけの力を持つ当どに左右されないだけの力を持つ当該事業者が、その地位該事業者が、その地位該事業者が、その地位該事業者が、その地位
を濫用して不当な差別的取扱いや原価を上回る料金を設定を濫用して不当な差別的取扱いや原価を上回る料金を設定を濫用して不当な差別的取扱いや原価を上回る料金を設定を濫用して不当な差別的取扱いや原価を上回る料金を設定
することによって競争阻害的な行為を行わないことを担保することによって競争阻害的な行為を行わないことを担保することによって競争阻害的な行為を行わないことを担保することによって競争阻害的な行為を行わないことを担保
し、その透明性を確保することが求められる。」し、その透明性を確保することが求められる。」し、その透明性を確保することが求められる。」し、その透明性を確保することが求められる。」 
とし、「支配的事業者」に関するルールを新たに設ける必
要があるとしています。 

がＰＨＳ事業を行っているときに
は、その事業者が自らと競合する
他のＰＨＳ事業者から支払いを受
ける接続料を恣意的に高いものに
設定することで、競合するＰＨＳ
事業者を移動通信市場から不当に
排除することも可能になるものと
考えられる。 
 これはいわば、卸と小売とを兼 

 今回の答申案では、「移動体通信市場において市場支配力
を有すると認定」される事業者の存在を前提としていま
す。 

ねている事業者が、自身の卸売価
格を操作することで、競合する小
売業者を市場から排除するという 

  支配的事業者規制を移動体通信市場に適用した場合、ユ
ーザや移動体通信事業全体に対し、一体どのようなメリッ
トが生じるのか、これにより現状以上に公正競争が一層促
進することに本当になるのか、当社として全く理解できな
い状況にあります。 

ものであって、このような行為が
行われた場合には、これは市場支
配力を濫用したことにあたると考
えられる。 
(2) このような市場支配力の濫用が 

 今後、具体的な条件を策定し、規制対象を決定するにあ
たっては、規制により得られるメリットとデメリットを具
体的に明確化することが必須と考えます。 
  その際、単に事業者間のシェア調整を意識した規制あり
きの議論に終始し、ユーザ利便性向上の観点が欠落するこ
とがないように、常に留意する必要があると考えます。 
 （ＮＴＴドコモ） 
 

 行われた場合には、競争が阻害さ
れることを通じて移動通信事業の
活性化が阻害され、利用者の提供
条件の低下が生じかねないと考え
られる。従って、市場支配力の濫
用が行われないことを担保するこ
とは事業全体にとっても利用者に
とってもメリットがあることと 

３ 既に競争が十分進展している移動体市場においては、設
備のボトルネック性がなく、接続協議における支配的地位
の濫用等を懸念する必要がないため、接続ルールにおける
非対称規制を導入することは不要。 

 なお、ＥＵ指令においては支配的事業者であっても接続
協定及び事前許可制がないことを考慮して、全ての事業者
に対して認可制を届出制に変更することが望ましい。 

 （ＮＴＴ持株） 

考えられる。 
(3) 接続料を市場動向から離れて設
定できるような市場支配力を有す
る事業者は上記のような市場支配
力の濫用の潜在的な能力を有する
ことになり、接続料に関する協議
の長期化事例も見られるので、第
一次答申（草案）においては、移
動通信市場において市場支配力を
有する事業者には接続約款の策定
と公表とを義務付ける旨が記載さ
れている。 
(4) これは、例えば上述のような市
場支配力の濫用による競争阻害行
為がなされることがないよう、接
続料や接続条件について透明化し
て、市場内外からの監視が可能で
あるようにしようというものであ
り、意見招請において各事業者か
ら提示されている要望内容にも沿
っているものと考えられる。 

  
 意見２－２ 市場支配力に着目したドミナント規制は指定

電気通信設備との接続に関する規制と同等のもの
とすべき。 

 考え方２－２ 
 

 市場支配力を有する事業者につい 
 て接続ルールを整備する際には、接 
４ 接続ルールの整備にあたり、公正有効競争を担保するた続条件等の透明性確保等の観点から
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めの最低限必要な規制として従来のボトルネック設備に着
目した規制に加え、事業者の市場支配力に着目したドミナ
ント規制の導入が必要であると考えます。 
 
 ボトルネック設備に着目した規制については、基本的に
は従来行われている指定電気通信設備を保有する電気通信
事業者に対する規制を継続することが適当です。 
 
 これに加えて、市場支配力を有する事業者との接続にお
いて非対称規制を課し、指定電気通信設備を有する電気通
信事業者と同等の規制を課すことが必要です。答申案で
は、『「不可欠設備」に係るルールが、一般の支配的事業
者に関するルールに加えて適用されるという関係にあ
る。』（P.10）とありますが、当社はこの意見に賛同する
ことはできません。利用者に対し魅力的なサービスを提供
するにあたり、大きな市場シェアを持つ事業者との相互接
続は不可欠であり、利用者にとっての代替性はあったとし
ても、事業者にとっては不可欠な設備と言える状況にあり
ます。このため、市場支配力を有する事業者に対しても、
単に他事業者の接続要請に対する接続の義務を課すだけで
なく、以下の不可欠設備を有する事業者と同等の接続に係
る義務を課し、当該事業者との間で公正妥当な接続が行わ
れること及び当該事業者の独占性に起因する非効率を排除
することを担保することが適当と考えます。 

 
 ① 接続約款の作成義務及び認可 
 ② 長期増分費用方式を用いた接続料の算定 
 ③ 接続に係る会計情報の公開義務 
  （Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 

ルールを設けていく必要があると考
えられるが、指定電気通信設備を設
置しない場合には、例えば、アンバ
ンドルされた機能毎の接続料を設定
したり長期増分費用方式を導入する
といった、設備の不可欠性に着目し
た措置を行わなければならない必要
性までは認められない。 
 なお、市場支配力を有する事業者
たることの要件については、「ＩＴ
革命を推進するための電気通信事業
における競争政策の在り方について
の特別部会」における議論を踏まえ
ていく必要がある。 

  
 意見３ 支配的事業者と非支配的事業者との規制の格差が

大き過ぎるのではないか。 
 考え方３ 

 (1) 第一次答申（草案）において提
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５ 今回の答申案並びにIT競争政策特別部会の一次答申案に
おける趣旨は、支配的事業者に対しては現行レベルの規制
を残す一方、非支配的事業者に対しては、規制緩和するこ
とで、規制レベルに差を設けることと理解しています。 
  しかし個々の規制項目について検証すると、①改めて反
競争的行為をルール化する。②接続約款の作成・公表義務
を義務づけ、認可手続を透明化する。③情報開示義務で子
会社等との取引状況等報告、役務別会計情報の基本サービ
ス／付加サービス分離を新たに付加するといったことが検
討対象とされるなど、支配的事業者に対して現行レベル以
上の規制につながるおそれが高いと考えられ、非支配的事
業者との格差が大きすぎるのではないかという疑問があり
ます。これは、規制緩和の流れに逆行しかねないことか
ら、見直しが必要と考えます。 
  また、移動体通信市場については、競争の実態や海外の
状況から支配的事業者規制の対象外と考えられ、あまねく
規制緩和が必要と考えます。 
 （ＮＴＴドコモ） 
 

言している、移動通信市場にお
ける市場支配力を有する事業者
に関する接続ルールでは、①個
別の接続交渉から個々の接続協
定の締結に到る過程を各社と逐
次繰り返すことを省略すること
で、接続の迅速化と手続の簡素
化が図られること、②接続事業
者間の公平性と接続条件の透明
性の担保が出来ること、③接続
料の水準を適正なものとするこ
とが担保されることから、接続
約款を作成して認可を受けるこ
ととしている。これにより、従
来例えば国際事業者と移動通信
事業者との間で接続料をめぐる
交渉が長期化したような事態の
解消が期待される。 

(2) このように市場支配力の差に応
じて規制に格差を設けることは
欧米にも見られる一般的な考え
方と考えられる。 

  
 意見４ ドミナント規制を伴う接続ルールの導入とともに

それ以外の規制を廃止すべき。 
 考え方４ 

  電気通信事業者の区分やキャリア 
６ 接続ルールの整備にあたり、電気通信事業分野の革新速
度に合わせ、各電気通信事業者の機動的なネットワーク構
築を可能とすることが求められます。このためには、接続
及びネットワークの構築に係る規制を最小限のものとし、
自由な接続ルールを保証することが前提となります。 
 この自由な接続を保証するルールにおいては、公正有効
競争条件を確保するためにボトルネック設備をもつ事業者
及び市場支配力を有する事業者についてのみ規制を課し、
その他の接続については相互接続協定の認可等の規制を廃
することで、事業者が自己の経営判断に基づく機動的なネ
ットワーク構築を行うことを可能とし、電気通信分野の競
争への対応を可能とすることが適当です。このようにし
て、ネットワークの「保有者」及びその「利用者」という
基本的な関係に立脚し、ドミナント規制以外の規制を廃し
た接続ルールとすることが適当と考えます。 
 既存の電気通信事業法においては、第一種・第二種とい
う設備に着目した事業区分に基づき電気通信事業者に対す
る規制が行われていますが、ドミナント規制を伴う接続ル
ールの導入とともに、これを見直すことが適当です。具体
的には、以下の点を理由として第一種・第二種という事業
区分を撤廃することが適当です。 
① 最小限の規制をもつ接続ルールを目指す上で、ドミナ
ント規制とはフェーズの異なる規制を残すことにより、
事業者にとって過剰な規制体系となること 

② すなわち、一種・二種規制を存続することで、回線調
達方法が規制されることになり、事業者は、設備保有と
賃借などの組み合わせによりネットワークを構成するこ

ズ・キャリア制度の導入等は、「Ｉ
Ｔ革命を推進するための電気通信事
業における競争政策の在り方につい
ての特別部会」の中で検討されてい
る。 
 「自由な接続ルールを保証する」
ことについては、第一次答申（草
案）において、「市場支配力を有さ
ない事業者間の接続については、
（中略）現行において個別協議の上
で接続協定を締結し認可を受けてい
る制度を、一定の条件の下で届出制
とし、規制の緩和を行うべき」と提
言されているところである。 
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とが規制され、事業者の経営上最善のネットワークを構
築する自由度が制限されること 

 
 （中略） 
 
 また、「IT競争政策特別部会 第一次答申（草案）」の中
で「卸電気通信役務」の新設によるキャリアズ・キャリア
制度の導入が求められているところですが、この制度は既
存の一種・二種規制の枠組みに立脚したものであり、従来
無規制であった非電気通信事業者によるネットワークの提
供を規制するものです。したがって、この制度は明らかな
規制の強化であり、認められるべきものではありません。 
 
 ドミナント規制の対象となる事業者以外の、ネットワー
クの「保有者」とその「利用者」の関係においては、通常
特段の規制を設けず自由な事業活動を保証すべきです。そ
のためにはこれらの事業者の接続及び回線調達等につい
て、現状の規制を以下のとおり見直すことが適当と考えま
す。 

 
① 接続協定の認可及び届出の廃止 
② 現在の第一種電気通信事業者に認められている公益事
業特権については、申請に応じて登録等の措置を行うこ
とにより付与する 

 （Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 
  
 意見５ 市場支配力を有さない事業者の接続協定は全て届

出制であるべき。 
 考え方５ 
 

  第Ⅱ章第１節３（３）⑤で言及さ 
７ 移動体通信市場における事業者間に限らず、電気通信市
場における支配的事業者以外の接続協定は、全て届出制で
あるべきと認識しております。 

れている「市場支配力を有さない事
業者」は、移動体通信のみならず、
全ての電気通信事業者の中で市場支 

  また、お客様へのサービスを敏速に対応するためにも、
届出制につきましては、何らかの期日を設定した事後届出
を可能とし、算定根拠につきましては不要とさせていただ
きたいと考えます。 
 （ＫＤＤＩ） 
 

配力を有さない事業者について言及
しているものであり、誤解を避ける
ためその旨本答申の本文において明
記し、併せて、届出制の実施に際し
ては、接続料の算定根拠の届出が不
要である旨を答申上明記することと 

８ 本項目は、移動体通信事業に関するものですが、市場支
配力を有さない固定系事業者についても、同様に届出化が
行われることを明示していただくことを要望します。 
（ＪＴ） 
 

する。（第Ⅱ章第１節３(3)⑤） 

９ 「ＩＴ競争政策特別部会 第一次答申（草案）」
（H12.11.16、電通審）Ｐ１１では、「非支配的事業者に対
する規制は、より自由な事業展開を可能とし、競争を促進
するという観点から、契約約款や非支配的事業者相互の接
続協定の認可制を一定の条件の下に緩和し、届出制に改め
ることが適当である」と述べられておりますので、移動体
に限らず、規制緩和をお願いいたします。 
 （ＴＴＮｅｔ） 

 



 ４７ 

 

10 非支配的事業者間の接続協定については答申案のとお
り、届出制に改めることが適当と考える。 
 （レベルスリー） 
 

 

  
 意見６ エッセンシャルファシリティなどの設備に着目し

た規制を撤廃し、市場支配力に着目した規制のみと
すべき。 

 考え方６ 
 
(1) 指定電気通信設備の制度がある 

  ために「一部の指定電気通信設備 
11 現在の日本の電気通信事業法上で、第一種電気通信事業
者には、設備に着目した指定電気通信事業者と非指定電気
通信事業者が存在します。指定電気通信事業者は、都道府
県の区域ごとに、固定系加入者回線のシェアが2分の１以上
で、その県内電気通信設備が他の電気通信事業者のサービ
ス提供に不可欠なエッセンシャルファシリティである事業
者（即ちNTT地域会社）が該当します。しかし、近年のイン
ターネットに代表される技術革新により、一部の指定電気
通信設備を利用した定額インターネットサービスや反競争
的な割引サービスをNTT地域会社が独占的に提供しており、
このような設備に着目した事業法では規制できなくなって
おります。 
 一方、欧米では、設備に着目するのではなく、市場シェ
アや料金のコントロール力により、支配的事業者を定義し
ております。例えば、米国では、FCC 83-481にて支配的事
業者を“供給量を制限することにより料金を吊り上げる能
力、又は、収益を減少させるほど多数の顧客を失うこと無
しに、料金を競争的水準より高いレベルに引き上げて維持
することができる能力を持つ事業者”と規定しておりま
す。 
 このように諸外国の中でも特異で、国内でも設備に着目
した規制に限界や問題が見えている状況で、今後も設備を
ベースとした規制を続けることは、日本の規制環境は一向
に改善することも無く、ＩＴ革命による経済成長は実現さ
れないと考えます。 
 よって、設備に着目した規制を撤廃し、市場支配力と公
正競争促進に着目した競争法を早急に導入すべきと考えま
す。一次答申草案では、指定電気通信設備に着目した規制
が市場支配力に着目した規制と共存するような形になって
おりますが、ＩＴ革命による経済成長の基礎を競争促進に
おくのであれば、これに呼応した一貫性のある規制（すな
わち設備の有無に関わらず市場支配力に着目した規制）が
なされるべきであると考えます。 

 （ＭＣＩワールドコム） 
 

を利用した定額インターネットサ
ービス」や「割引サービス」を
「規制できなくなって」いるとの
意見のようだが、その根拠が明ら
かではない。 
(2) 第一次答申（草案）ではデータ
伝送のために用いられる設備につ
いても指定電気通信設備の対象と
すること、定額的な割引料金につ
いてこれを水準において下回る定
額の接続料の設定を行うことを提
言している。 
(3) 米国の支配的事業者の例が意見
では引用されているが、米国にお
いては接続ルールは支配的事業者
ではなくて、既存地域事業者（Ｉ
ＬＥＣ）などについて設けられて
いる（なお、米国では定額の接続
料等についてのルールは設けられ
ていない。）。 



 ４８ 

  
 意見７ エヌ・ティ・ティ・ドコモを支配的事業者とすべ

き。 
 考え方７ 

  具体的にどの事業者が市場支配力 
12 移動体通信事業者の不可欠設備の範囲に関し、平成8年１
２月１９日の電気通信審議会答申以来、移動体通信事業者
は基地局間叉は基地局と交換局間の伝送路を固定通信事業
者の設備を利用し、殆どの通信トラフィックが固定通信事
業者との間のものであることから、特別な接続ルールの適
用対象外とされてきました。しかし、業界環境の変化によ
り、携帯電話の加入者数が固定電話加入者数を上回る勢い
で急成長を遂げており、且つ移動体通信事業者間の通信ト
ラフィックも急増しており、移動体通信事業者への接続は
不可欠となっております。このような環境で、NTTドコモは
移動体通信市場の約５８％（１９９８年度）のシェアを確
保し、発着通信の料金設定権（国際通信は除く）を所持し
ており、固定通信事業者から移動体事業者への通信料金を
移動体事業者から固定通信事業者への通信料金より高額に
設定しております。前述の米国での支配的事業者の定義や
諸外国で50％以上の市場シェアを有する事業者を支配的事
業者と定義していること等を鑑み、NTTドコモは、料金を吊
り上げる能力を持ち、固定通信事業者の加入者を上回る移
動体通信加入者数を持つ市場でNTTドコモは約５８％（１９
９８年度）のシェアを持つことから、支配的事業者の要件
を十分に備えていると考えます。 
 （ＭＣＩワールドコム） 
 

を有する事業者に該当するかについ
ては、その定義と具体的な認定方法
を詰めた上で今後決定していく必要
がある。 

  
 意見８ 移動体通信事業者の反競争的行為に対して迅速に

対応していただきたい。 
 考え方８ 

  移動体通信市場において市場支配 
13ａ．移動体通信事業者の設備の取扱いについてａ．移動体通信事業者の設備の取扱いについてａ．移動体通信事業者の設備の取扱いについてａ．移動体通信事業者の設備の取扱いについて    
 答申案では、移動体の電気通信設備を指定電気通信設備
としないことと結論付けています。 
 確かに「他事業者の事業展開上不可欠であり、また、利
用者の利便性の確保という観点からも利用が確保されるこ
とが不可欠である加入者回線を相当規模で有する事業者の
ネットワーク」という定義からすれば、必ずしもそれに当
るとは言いきれない面も確かにあります。 
 しかしながら、今回指定電気通信設備に指定すべしとの
意見を述べた事業者のほとんどが、移動体以外の事業者で
あったことからも、固定地域若しくは海外などのネットワ
ークをもつ事業者と市場支配的な移動体事業者との接続等
において、問題が生じている、もしくは、今後生じる恐れ
があることを意味していると考えます。 
 移動体の加入者数がまだ、増加していること、移動体に
よるデータ通信トラフィックが爆発的に増加していること
からも、そのプレゼンスは今後ますます増大していくもの
と思われますので、今回の結論にもかかわらず、引き続
き、反競争的な行為が行われないよう監視していただき、
また他事業者からの申し立てに対しては迅速に対応いただ
きますようお願いいたします。 

力を有する事業者の反競争的行為が
あれば、制度の枠組みを活用して対
応していくことが適当と考えられ
る。 



 ４９ 

ｂ．移動体通信市場における市場支配力等に着目したルールｂ．移動体通信市場における市場支配力等に着目したルールｂ．移動体通信市場における市場支配力等に着目したルールｂ．移動体通信市場における市場支配力等に着目したルール
についてについてについてについて    
 今回移動体事業者で市場支配力のある事業者を規制する
手段として、接続約款を作成し、認可を受けるスキームを
提案されていますが、そのスキームについては以下の点に
留意いただきたいと考えます。 
¾ 接続約款の認可や公表のみによって市場支配力のあ
る事業者の反競争的行為に歯止めがかかるかどうか
は疑問。 

¾ 接続料金の算定根拠については情報を開示した上
で、指定電気通信事業者の約款認可のように他事業
者が意見を申し立てる機会を設けるべき。 

 （イー・アクセス） 
 
３ 考え方 
（４）移動体通信事業者設備における長期増分費用方式の導入の是非 
  
 意見９ 市場支配力を有する移動体通信事業者の接続料を

コストベースとするためにＬＲＩＣを導入すべき。 
 考え方９ 

  現在の接続料の認可に際しては原 
14 現在、移動体通信事業者は、固定電話加入者数を凌ぐ加
入者数へサービスを提供しており、既に固定電話サービス
は、移動体通信事業者との接続無しでは顧客獲得が困難と
なっております。その中でも、上述の理由から支配的事業
者と見受けられるNTTドコモとの接続は非常に重要となって
おり、NTTドコモの接続料金に非効率が含まれている場合
は、他の接続事業者に非効率が転嫁されることになり、公
正競争を阻害していることになります。現在、NTTドコモの
接続料は、原価主義をベースに算定され、電気通信設備と
は別の販売促進費用等までも接続料金に加算されており、
接続事業者にとっては不合理な負担を強いられていると考
えております。よって、移動体通信事業者の接続料金の算
定根拠についてはの国際比較のような我が国の電気通信産
業における競争促進とは整合性の無い議論をするのではな
く、支配的事業者と見受けられるNTTドコモの接続料金に
は、その市場への影響力も鑑み、接続料金の算定には非効
率が加算されることの無い、長期増分費用算定方式を導入
すべきであると考えます。 
 （ＭＣＩワールドコム） 
 

価主義により審査が行われている。
その結果、我が国の移動通信事業者
の接続料は諸外国に比べて高い訳で
もなく、必ずしも長期増分費用方式
を導入することまでは必要ない。 
 欧米においても、市場支配力を有
する事業者について市場支配力を理
由として長期増分費用方式を接続料
の原価算定方式として導入している
国はない。 
 実際費用方式による審査の中でも
接続料に問題があれば改善が出来る
ものと考えられる。 
 なお、意見中、「国際比較のよう
な我が国の電気通信産業における競
争の促進とは整合性のない議論をす
る」との批判があるが、本意見提出
者は長期増分費用方式の導入の議論
の際には国際比較による意見を展開
しており、意見の真意が不可解であ 
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15 第一次答申（草案）では、移動体通信事業者の設備はボ
トルネック性をもつ不可欠設備ではないと結論づけてい
る。さらに、不可欠設備ではないとしても市場支配力を持
つ移動体通信事業者の場合は、接続交渉において強い交渉
力を持つため、接続約款の作成、認可、公表義務を負うべ
きと言っている。市場支配力を持つ移動体通信事業者に対
して上記のような義務を課すことには賛成するが、他方、
移動体通信事業者設備に係る接続料には長期増分費用方式
（LRIC）を採用する必要性は必ずしも認められないという
結論とは、弊社は意見を異にする。現行の接続料金につい
ては「原価主義」が取られており、国際的に見て移動体の
接続料金はそれほど高くないという理由でLRICを採用する
必要がないと言うが、他の国より接続料金が低いこと、及
び法規上原価主義が取られているはずだということをもっ
てして、当然コストベースで接続料金が決定されていると
考えるのは早計である。移動体事業者であろうと、支配的 
 事業者と認定された事業者の接続料金についてはLRICを採
用すべきと考える。今回の接続ルールの見直しの議論で、
移動体であり支配的事業者と認定された事業者の接続料金
についてLRICを導入すべきかどうか十分な議論ができない
場合には、この件については来年度も継続審議とすべきで
ある。その間、少なくとも移動体の支配的事業者の接続コ
ストの検証ができる制度を作るべきだ。また、現行の指定
電気通信事業者の接続約款について行っているように、移
動体の支配的事業者の接続約款の認可にあたっては、接続
約款案を公表して広く意見を求める手続きをとるべきであ
る。 
 （レベルスリー） 
 

る。 

３ 考え方 
（５）料金設定権の考え方 
  
 意見１０－１ 料金設定権について事業者間の協議結果を

尊重することに賛同。 
 考え方１０ 

  料金設定権の所在については、事 
16 今回の答申案では、移動体通信に関する料金設定権につ
いて、    
「現状では、利用者料金の設定をどの事業者が行うかは、「現状では、利用者料金の設定をどの事業者が行うかは、「現状では、利用者料金の設定をどの事業者が行うかは、「現状では、利用者料金の設定をどの事業者が行うかは、
事業者間の協議によって決められることが一般的なルール事業者間の協議によって決められることが一般的なルール事業者間の協議によって決められることが一般的なルール事業者間の協議によって決められることが一般的なルール
となっており、移動体通信分野における現在の料金設定にとなっており、移動体通信分野における現在の料金設定にとなっており、移動体通信分野における現在の料金設定にとなっており、移動体通信分野における現在の料金設定に
ついても定着してきていると考えられ、現時点では、事業ついても定着してきていると考えられ、現時点では、事業ついても定着してきていると考えられ、現時点では、事業ついても定着してきていると考えられ、現時点では、事業
者間のこのような協議の結果を尊重することにも理がない者間のこのような協議の結果を尊重することにも理がない者間のこのような協議の結果を尊重することにも理がない者間のこのような協議の結果を尊重することにも理がない
とは言えないと考えられる。」とは言えないと考えられる。」とは言えないと考えられる。」とは言えないと考えられる。」    
とされています。 
 また、携帯電話事業者の利用者料金の低廉化の努力が必
要とした上で、 
「携帯電話事業者において携帯電話発信・固定電話着信の「携帯電話事業者において携帯電話発信・固定電話着信の「携帯電話事業者において携帯電話発信・固定電話着信の「携帯電話事業者において携帯電話発信・固定電話着信の
利用者料金と固定電話発信・携帯電話着信の利用者料金と利用者料金と固定電話発信・携帯電話着信の利用者料金と利用者料金と固定電話発信・携帯電話着信の利用者料金と利用者料金と固定電話発信・携帯電話着信の利用者料金と
に差異を設けて設定（固定に差異を設けて設定（固定に差異を設けて設定（固定に差異を設けて設定（固定電話発信・携帯電話着信の方が電話発信・携帯電話着信の方が電話発信・携帯電話着信の方が電話発信・携帯電話着信の方が
割高となっている。）していることは、双方の通話につい割高となっている。）していることは、双方の通話につい割高となっている。）していることは、双方の通話につい割高となっている。）していることは、双方の通話につい
て使用設備に差がないことを考え併せると利用者にとってて使用設備に差がないことを考え併せると利用者にとってて使用設備に差がないことを考え併せると利用者にとってて使用設備に差がないことを考え併せると利用者にとって
理解しにくいことから、今後携帯電話事業者において、固理解しにくいことから、今後携帯電話事業者において、固理解しにくいことから、今後携帯電話事業者において、固理解しにくいことから、今後携帯電話事業者において、固
定電話発信・携帯電話着信の料金を引き下げる方向で是正定電話発信・携帯電話着信の料金を引き下げる方向で是正定電話発信・携帯電話着信の料金を引き下げる方向で是正定電話発信・携帯電話着信の料金を引き下げる方向で是正

業者間協議の結果を尊重するのが一
般ルールとなっている。 
 なお、エヌ・ティ・ティ・ドコモ
は、平成１２年１２月１日に通話料
の引き下げを行い、固定電話発信・
携帯電話着信の通話料と携帯電話発
信・固定電話着信の通話料との格差
は事実上解消されている。 
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していくことが必要と考えられる」していくことが必要と考えられる」していくことが必要と考えられる」していくことが必要と考えられる」    
とされています。 
 （ＮＴＴドコモ） 
 
17 移動体通信分野において既に定着している事業者間の協
議結果を尊重することに賛同いたします。 
  なお、ＮＴＴ東西両地域会社による事業領域を超えた移
動体着信通話の料金設定は、日本電信電話株式会社法によ
り規制されているものと理解しております。（本件につき
ましては、別途、ＮＴＴの在り方等と併せて、「ＩＴ革命
を推進するための電気通信事業における競争政策の在り方
についての特別部会」において詳細に検討させていただく
ものと理解しております。） 
 （ＫＤＤＩ） 

 

  
 意見１０－２ 固定通信事業者からの移動体通信事業者へ

の通信に関し、料金設定権を固定通信事業者へ移す
べき。 

  

  
18 現在の移動体通信事業者の発着通信の料金設定権は、国
際通信を除き、移動体通信事業者に与えられております。
しかし、移動体通信事業者が業界環境の変化により、携帯
電話の加入者数が固定電話加入者数を上回る勢いで急増し
ていることに伴い、固定通信事業者からの移動体通信事業
者への通信も急増し、固定通信事業者の移動体事業者への
通信サービスが経営に与えるインパクトも増大しておりま
す。一方、移動体通信事業者は、固定通信事業者への通信
料金を高く設定したり、各種の接続形態をパック料金で安
価での提供を可能とするサービスを提供しております。現
在は、固定通信端末を携帯通信端末に乗換えるケースも増
加しており、完全に固定通信事業者と移動体通信事業者は
相互に競争状態にあると考えます。仮に移動体通信事業者
が展開している全ての接続形態を対象としたパック料金サ
ービスを固定通信事業者が展開しようとした場合、現在重
要となっている接続形態の固定端末から携帯端末への料金
設定ができなく、このようなパック料金サービス展開が妨
げられることになります。移動体通信事業者（競争事業
者）が料金設定権を所持する限り、固定通信事業者はサー
ビス展開が制限され、移動体通信事業者と固定通信事業者
間の公正な競争が実現されないと考えます。よって、公正
競争上、早急に固定通信事業者からの移動体通信事業者へ
の通信に関し、料金設定権を固定通信事業者へ移すべきと
考えます。 
 （ＭＣＩワールドコム） 

 



 ５２ 

 
（その他） 
  
 意見１１ ＮＴＴ東日本・西日本の情報開示を進めるべき。  考え方１１ 
  
19 指定電気通信設備を無線設備とし、この場合この無線設
備と交換設備間の回線のダークファイバー化を前提とすべ
きと考えます。これにより、加入者回線区間を専用線のコ
スト体系から速やかに分離させることが可能となり、同時
に時分割ベース、ATMベースあるいはIPベースのインタフェ
ースを競争事業者に提供可能となり、技術革新の最中にあ
って、選択肢を増やすことによって、インタフェースのオ
ープン化を促進できると考えます。 
 （東京めたりっく） 
 

 意見の趣旨が必ずしも明確でない
が、移動体通信事業者の設備のアン
バンドルを議論しているのであれ
ば、このような設備について、現在
までのところ伝送装置を介さないよ
うなアンバンドルの事前のルールに
ついて一般的に必要性が認められて
いる訳ではないと思われる。 



 ５３ 

 
第Ⅱ章 指定電気通信設備の範囲 
第２節 光ファイバ設備の扱い 

 
３ 考え方 
（１）光ファイバ設備を指定電気通信設備とすべきか否かについて 
  
 意見１２－１ 光インフラにはボトルネック性は存在しな
い｡ 

 考え方１２ 

  
20(1)光ファイバ設備とメタル設備の競争環境の相違 
  光インフラについては、①現在でも、他事業者はＮＴＴ
の約２倍の距離のアクセス系光ファイバ設備を保有してい
ること、②今後、キャリアズ・キャリア制度の導入、線路
敷設の円滑化によって更なる参入が想定されることから、
電電公社時代に独占的に敷設したメタルとは異なり、設備
上のボトルネック性は存在しない。 

 （ＮＴＴ持株） 
 

 結論としては既に第一次答申（草
案）で記述しているとおりであり、
ボトルネック性の検証にケーブル亘
長をもって行うのは適切とは言えな
い。又、キャリアズ・キャリア制度
の導入や線路敷設の円滑化といった
「今後」「想定される」事象がある
としても、現在ボトルネック性が認
められるのであれば、それに対応し 

 たルールが必要である。 
 意見１２－２ ＮＴＴ東日本・西日本の光ファイバ設備はボ

トルネック設備と考えられる。 
  

  
21 ネットワーク構成要素の中で光ファイバ設備は、既にNTT
地域会社は豊富な光ファイバ設備（中継系、端末系）を広
範囲に保有しております。一方、新規通信事業者がネット
ワーク（中継系、端末系）構築する際には、線路敷設権が
十分に整備されていない日本では、膨大な時間・労力・投
資を強いられることになります。また、ネットワークサー
ビスの高速化の要望が増す中で、光ファイバ設備は、高速
サービス提供に非常に重要で貴重な不可欠設備となってお
ります。よって、光ファイバ設備は、その貴重性や不可欠
性に鑑み、十分に指定電気通信設備に値すると考えます。 

 （ＭＣＩワールドコム） 
 

 

22 ご指摘に賛同いたします。特に加入者アクセスへの占有
率によって、東西ＮＴＴのボトルネック性を検証いただい
たことを評価いたします。 
 （ＴＴＮｅｔ） 
 

 

23 NTT東日本および西日本の光ファイバ設備は、現時点にお
いても、その敷設の面的広がりにおいてボトルネック設備
と考えられるため、指定電気通信設備と捉えることは妥当
であると考えております。 
 （グローバルアクセス） 
 

 

  
 意見１３ ボトルネック性は通信会社・電力会社等の光フ

ァイバ全保有設備でボトルネック性を測定すべき。 
 考え方１３ 

 (1) ケーブル亘長によりボトルネッ 
24(2)ボトルネック性の判断基準 ク性がないことを主張した意見１



 ５４ 

 ボトルネック設備規制の適用の可否は、競争の結果獲得
されたユーザ数ではなく、通信事業者・電力会社等を含め
た全事業者が保有する光ファイバの設備量（潜在的回線
数）を基準に決定すべき。 
 現在の事業法の法文上も、事業者が保有している設備量
に着目して規制する体系になっているものと認識。 
 ・ ＮＴＴの場合、現時点でユーザが使用している光ファ
イバーは既設設備の全容量の１割程度であり、この部分
だけに着目して設備のボトルネック性を測定することは
不適当。 

 ・ 光のボトルネック性を判断するためには、全事業者の
光ファイバの設備量（潜在的回線数）に関するデータを
整備することが先決。 

 （ＮＴＴ持株） 
 

２－１(20)の主張とは矛盾する主
張である。 
(2) 加入者を収容していない光ファ
イバ設備は加入者へのアクセス手
段となっていないことから、電気
通信設備に用いられない可能性も
十分にあり、設備量によりボトル
ネック性を検証することは適当と
は言えない。 

  
 意見１４ 接続協議が不調であるのは料金で折り合わない

ためであり、接続が円滑に行われていないことが光
ファイバ設備を指定電気通信設備とする論拠になら
ない。 

 

 
25(3) 接続の円滑化と指定電気通信設備規制 

 全ての事業者に課せられている接続義務と、指定設備
とするか否かは別の議論であり、接続が円滑に行われて
いないことが、光ファイバを指定設備とする論拠になら
ないものと認識。 
（注）同じ答申草案においても、「接続の請求に応じる義

務と、光ファイバ設備を指定電気通信設備から除外す
るか否かとは別の議論」との記述がある。 

 （ＮＴＴ持株） 
 
26 光ファイバとの接続義務は全ての事業者に課せられてい
るものであり、指定設備とするか否かは別の議論であると
考えます。なお、「接続の円滑化」の観点からは、任意に
「非指定設備の接続約款」を定めれば足りるものと考えま
す。 
 他事業者との接続協議が不調となっている事例は、主と
して提供料金で折り合わないためです。 
 また、光ファイバの芯線全体を提供する場合には、ＮＴ
Ｔ東西では当該芯線の伝送速度の保証・確認や故障検出・
通知ができないといった技術面、保守面での環境的課題の
具体的な解決方法を整理する必要があり、他事業者の具体
的な要望を踏まえて検討していきますが、併せて、「事業
用電気通信設備規則」（郵政省令）の見直し等の環境整備
も必要と考えます。 
（注）一次答申草案（ｐ２１）においても、「接続の請求

に応じる義務と、光ファイバ設備を指定電気通信設備
から除外するか否かとは別の議論」との記述がある。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

考え方１４ 
 
 光ファイバ設備について十分なア
ンバンドルが行われていないが故に
円滑に接続が行われず、事業者のサ
ービス提供に支障が生じているので
あり、アンバンドルルールが必須で
ある設備としてこれを指定電気通信
設備として捉えるべき有力な論拠と
なっている。 
 又、光ファイバ設備との円滑な接
続が行われない理由が接続料の水準
であるとの主張は、接続料について
のルール整備の必要性を裏付けるも
のと考えられる。 

  
 意見１５ 光ファイバの設置にあたってＮＴＴが有利な立

場にあるわけではない。 
 考え方１５ 



 ５５ 

  電柱の本数のみで線路敷設の基盤 
27(4) 電柱・管路等の設備を保有していることとの関係 
 電力会社等は既にＮＴＴの約２倍程度の電柱を保持して
おり、光ファイバの設置にあたってＮＴＴが有利な立場に
あるわけではない。 
（注）電力会社の電柱：約2000万本 ＮＴＴの電柱：約

1200万本 
 また、光インフラは主に高速インターネット需要に対応
して構築していくものであることから、メタルの入れ替え
という形態ではなく、電話用のメタルを残置したまま新た
に光ファイバを設置する形態が主力になると考えており、
他事業者よりＮＴＴが有利な立場にあるとの指摘はあたら
ない。 
 今後、線路敷設を円滑化するルールの整備によって、管
路等の施設を保有しない事業者の参入も促進されるはずで
ある。 
（ＮＴＴ持株） 
 

が構成されるものでもなく、設備入
れ替え以外の形態でも線路敷設の基
盤は用いられているのであり、これ
によって「ＮＴＴが有利な立場にあ
るわけではない」とする主張には論
拠が乏しい。 
 「今後」仮に競争的な状態になっ
ていけば、指定電気通信設備という
位置付けからも外れていくことはあ
ると思われる。 

３ 考え方 
（２）光ファイバ設備への長期増分費用方式の適用について 
  
 意見１６ 光ファイバを「コストベース」での利用を確保

するために、その接続料はＬＲＩＣ方式に基づくもの
であるべき。 

 考え方１６ 
 
 光ファイバ設備の接続料につい 

 て、その原価をコストに基づいたも 
28 「コストベース」での光ファイバの利用を確保するため
に、接続料金はLRIC方式に基づくものであるべきだ。既存
の電話回線にはLRICベースの接続料金が導入されようとし
ているにもかかわらず、東西NTTの光ファイバの使用料金に
LRIC方式が使われなければ、この光ファイバを利用して競
争事業者が提供するブロードバンドサービスのユーザー料
金が高止まりし、ブロードバンドサービスの発展が妨げ 

のとするために長期増分費用方式の
導入が必須である訳ではなく、接続
会計結果に基づくことでこれを担保
することは可能と考えられる。その
上で、長期増分費用方式の導入の可
否について今後検討されていくこと
になるが、第一次答申（草案）では 

 られることになると考えられるからだ。LRICは中継伝送共
用機能について本年度より導入されるが、中継伝送専用機
能及び端末系伝送路設備については実際費用方式が取られ
るという整理がなされているのは認識しているが、中継系
伝送専用機能と端末系伝送路設備について早急にLRICモデ
ルを作成もしくは改定し、LRICベースの接続料金を実現す
べきである。 
 （レベルスリー） 
 

その際の留意点として、「光ファイ
バ設備が今後設備投資されていくと
いう点に鑑み、光ファイバ設備に対
する相当期間の需要動向が十分見込
める状況になって、かつ、事業者の
新規投資へのインセンティブを失わ
せないことに留意してその適用の是
非等を判断していくことが望まし
い」と述べている。 

29 今後のＩＴの普及は、ユーザ料金の価格によって最も左
右されると考えられますが、そのユーザ料金は、ファイバ
コスト（敷設工事費を含む）が大部分を占めているため、
今後ファイバコスト（敷設工事費を含む）を最小限にして
いき、ユーザ料金を可能な限り低廉化していくことが重要
であると考えます。 
  従って、長期増分費用方式の適用が行われない部分につ
いても、非効率性を排除するために、長期増分費用モデル
研究会の場でモデルを検討し、速やかに長期増分費用モデ速やかに長期増分費用モデ速やかに長期増分費用モデ速やかに長期増分費用モデ
ルを導入するべきルを導入するべきルを導入するべきルを導入するべきと考えます。 

  また、長期増分費用モデルが適用されるまでの実際費用
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方式で算定する場合でも、既存インフラ（管路等）を利用
することによるインフラ投資コストを除く算定方法、将来
需要を見込む算定方法等により、可能な限り低廉なコスト可能な限り低廉なコスト可能な限り低廉なコスト可能な限り低廉なコスト
算定を算定を算定を算定を行う必要がある行う必要がある行う必要がある行う必要があると考えます。 

 （ＫＤＤＩ） 
 
30 答申案においては、光ファイバ設備に係る接続料の算定
における長期増分費用方式の導入については今後の判断に
委ねられています。当社はこの考え方は適当でなく、光フ
ァイバを用いたネットワーク構築及びサービスの促進のた
めに、東西NTTの非効率性を廃した低廉な接続料を実現する
ため、アンバンドルされる光ファイバ設備に係る接続料に
ついては長期増分費用方式を用いて算定することが適当と
考えます。メタル回線に係る接続料に関しては、長期増分
費用方式による算定が行われているところですが、上述の
とおりボトルネック性につきメタル回線と光ファイバを区
別する理由はなく、また東西NTTの独占性に起因する非効率
を反映したコスト構造にあることが考えられることから、
光ファイバ設備に係る接続料金の算定も同様の考え方に基
づき長期増分費用方式を用いることを答申において明確に
していただきたく。 
 このほか、NTT東日本及びNTT西日本においては本年中に
も光ファイバを用いた地域IP網との接続を開始するとの新
聞報道がされており、他事業者との間の公正競争条件の確
保のため、本サービス開始までに光ファイバのアンバンド
ルが確保されるべきです。 

 （Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 

 

31 早期に長期増分費用方式を導入することが必要であると
考えております。 
 （グローバルアクセス） 
 

 

32 事業法上にて既存通信事業者のネットワーク要素（米国
通信法第３条の定義）の提供を義務化及び各要素の料金算
定にはNTTの非効率が含まれることの無い長期増分費用算定
方式（LRIC）の２点が導入されることが重要であり、これ
らについて法律にて規定すべきと考えます。 
 （ＭＣＩワールドコム） 
 

 

33 答申案では光ファイバ設備への長期増分費用方式の適用
について、「光ファイバが、今後設備投資されていくとい
う点に鑑み、光ファイバ設備に対する相当期間の需要動向
が十分見こめる状況になって、かつ、事業者の新規投資へ
のインセンティブを失わせないことに留意して、その適用
の是非を判断していくことが望ましい。」とかかれていま
すが、まず強く要望したいのは、議論を局間の光ファイバ
と端末光ファイバと明確に分けていただき、それぞれにつ
いてその適用の是非を判断いただきたいということです。 
 局間光ファイバーについてはＮＴＴ地域会社は既に整備
を終えていること、ＤＷＤＭなどの技術進歩により、1対の
ファイバーで伝送可能な容量は比例級数的に増加している
ことから、「今後設備投資されていく」という認識でとら
えるべき設備でないことは明白であります。加えて、局間
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ダークファイバの他事業者への提供は、余剰設備の有効活
用であり、料金算定においてはその点も十分考慮にいれる
べきであると考えます。 
 現状では長期増分費用モデルに局間の光ファイバ設備の
接続料金算定ロジックは組み込まれていないので、早急に
モデルに組み込み、適用を行う事を要望いたします。 
（イー・アクセス） 
 

  
 意見１７ 中継伝送専用機能及び端末系伝送路設備、専用

線についても長期増分費用方式が導入されるべき。 
 考え方１７ 

  中継伝送専用機能、端末系伝送機 
34 今回の議論の範囲ではありませんが、中継伝送専用機能
及び端末系伝送路設備、専用線（交換伝送機能）について
も、以下の理由により長期増分費用が導入されるべきと考
えます。 
① 専用線（交換伝送機能）について、現在のＮＴＴ地域
会社専用線のアクセスチャージ（特に局間専用線）は高
額であり、インターネットの高速接続等の需要が高まっ
ている状況を考慮すると、専用線アクセスチャージの引
き下げにより、ユーザー料金の低廉化を図るべきと考え
ます。また、接続料金がユーザー料金を上回る例もあ
り、これを是正する必要もあると考えます。 
② 中継伝送専用機能については、ヒストリカルベースで
算定される中継伝送機能専用型と長期増分費用方式ベー
スの中継伝送機能共用型との料金格差が発生し、専用線
としてバルクで調達する前者が、呼ごとに利用する後者
より高くなるという、不自然な状態が発生します。これ
により各社のＧＣ接続の意味がなくなるおそれがあり、
そうした場合、ＮＴＴ地域会社・接続利用者双方にＧＣ
接続取り止めに関する変更費用が発生することになり、
その結果はユーザー料金に反映されることになります。 
③ 端末系伝送路設備については、当該設備がすべてのサ
ービスの足回りとなる上に、今後ＤＳＬ普及等我が国で
のＩＴ革命の推進に向け、ユーザー向け価格の低下が市
場からの要請となっていると考えます。 

 （ＪＴ） 
 

能、通信路設定交換機能など、現段
階で長期増分費用方式が適用されな
い機能については、現在行われてい
る長期増分費用モデルの見直し作業
の中でモデル化について検討を行
い、その上で長期増分費用方式の適
用が検討されていくことになるが、
これらの接続料の低廉化自体はこう
いった基本的な原価算定方式如何に
関わらず行っていく必要があり、そ
のための厳正な審査がなされる必要
がある。 
 

３ 考え方 
（３）光ファイバを接続の為に設置する義務について 
  
 意見１８ 既に光ファイバが設置されているき線エリアに

おいても保有設備で対応できる範囲内での接続義務
とすることが必要。 

 考え方１８ 
 
 設備の状態によっては即応できな 

 い場合はあり得ると考えられる。 
35 光ファイバ設備が存在しない場合には、接続義務は無い
とした答申草案については賛成するが、既に光ファイバが
設置されているき線エリアにおいても、現実に保有する設
備量で対応できる範囲内での接続義務とすることが必要。
（光化き線エリアにおいても、保有設備を超える需要が出 
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 れば、即応できない事情は同じ） 
 （ＮＴＴ持株） 
 

 

36 中継伝送路設備においても、保有設備を超える需要が出
た場合における新たな設備構築による提供については、費
用負担方法を含め個別に検討いたします。 
 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 

37 既に光ファイバが設置されているき線エリアにおいて
も、現実に保有する設備量で対応できる範囲内で接続しま
す。 

 光ファイバの設備量、設備状況（敷設が引込点までか、
き線点までか）、き線点から引込点までの状況（距離や道
路状況）等の地域事情は全国的に様々であることから、画
一的な対応は困難です。光化き線エリアにおいても、保有
設備を超える需要が出れば即応できません。 
 なお、き線点まで敷設されていても、ユーザ宅までの回
線敷設において新たな設備構築を必要とする場合は、費用
負担方法も含め個別に検討いたします。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 

  
 意見１９ 光ファイバの芯線提供には課題の検討が必要で

あり、併せて、「事業用電気通信設備規則」の見直
し等も必要。 

 考え方１９ 
 
 ダークファイバについては、専用 

 線設備となることから、ＮＴＴ東日 
38 光ファイバの芯線全体を提供する場合には、ＮＴＴ東西
では当該芯線の伝送速度の保証・確認や故障検出・通知が
できないといった技術面、保守面での環境的課題の具体的
な解決方法を整理する必要があり、他事業者の具体的な要
望を踏まえて検討していきますが、併せて、「事業用電気
通信設備規則」（郵政省令）の見直し等の環境整備も必要
と考えます。 
 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

本・西日本は必ずしも故障検出機能
の具備を求められるものでもなく、
必要とされる「『事業用電気通信設
備規則』（郵政省令）の見直し等の
環境整備」の内容が不明である。 

  
 意見２０ 光ファイバ設備は、提供可能な場合にビジネス

ベースで利用を推進する。 
 考え方２０ 

  「ビジネスベース」として行われ 
39 光ファイバ設備が現実に存在し、提供可能な場合には、
ビジネスベースでその利用を推進します。 

 ただし、き線点まで光化されている場合でも、光ファイバ
の設備量、設備状況（敷設が引込点までか、き線点まで
か）、き線点から引込点までの状況（距離や道路状況）等
の地域事情は全国的に様々であることから、画一的な義務
化は困難です。 

る現在の対応方法により光ファイバ
設備の提供が円滑に行われていない
のが現状であり、ルール整備が必要
と考える。 
 なお、き線点まで光ファイバ設備
が敷設されている場合であって、保
有設備を超える需要が出た場合で 

 なお、保有設備を超える需要が出た場合における新たな
設備構築による提供については、費用負担方法を含め個別
に検討いたします。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

も、一般的には追加の費用負担は生
じないと考えられる。 
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 意見２１ 光ファイバ設備が存在する場合にも存在しない
場合にも何らかのルールを設ける必要がある。 

 考え方２１ 

 
40 第一次答申（草案）Ｐ１８の「光ファイバ設備を指定電第一次答申（草案）Ｐ１８の「光ファイバ設備を指定電第一次答申（草案）Ｐ１８の「光ファイバ設備を指定電第一次答申（草案）Ｐ１８の「光ファイバ設備を指定電
気通設備とすべきか否かについて」の考え方気通設備とすべきか否かについて」の考え方気通設備とすべきか否かについて」の考え方気通設備とすべきか否かについて」の考え方にもあるよう
に、ラストワンマイルのインフラを所有するＮＴＴが、他
の事業者より遥かに容易に光ファイバを設置できる状況に
あります。 
  一方で今後のＩＴ革命の成否は、全事業者がいかに需要
喚起をおこなっていくかにあると考えます。 
  以上のことから、光ファイバ設備が存在しない場合に接
続の義務がないことは、光ファイバ設備を指定電気通信設
備とすることを形骸化させるだけでなく、ＩＴ時代の推進
を妨げるものとなると考えます。 
  従って、現状光ファイバ設備が存在しない区間において
は、ＮＴＴ東西両地域会社が事業者要望を受け入れ、より
早く・低料金等の好条件で提供するルールを策定したいた
だき、敷設した光ファイバ設備については、接続の義務を
課していただきたいと考えます。 
  また、空き容量、リザーブ等に関するルールにつきまし
ても、なんらかのルールを設ける必要があると考えます。 

 （ＫＤＤＩ） 
 

 ＮＴＴ東日本・西日本の光ファイ
バ設備の即応が出来ない地域（饋線
点までの光ファイバが敷設されてい
ないために、ＮＴＴ東日本・西日本
において新たな敷設工事を行うため
短期間での対応が困難な地域）につ
いては、第一次答申（草案）では
「このような地域においては、接続
請求に応じる義務において即応可能
な地域とは異なった扱いとすること
が適当である」としたところである
が、ＮＴＴ東日本・西日本において
は、他の事業者の要望に応じ、可能
な限り光ファイバ設備の需要喚起に
貢献していくことが望まれる。 
 光ファイバ設備との接続に関する
ルールについては、第一次答申（草
案）においては、「必要なルールの
作成に向けて、今後広く意見を徴し
て取組みを行うべきである」とした
ところであり、早急に取組みを開始
する必要がある。 

  
 意見２２ 光ファイバ設備が存在する場合にも存在しない

場合にも何らかのルールを設ける必要がある。 
 考え方２２ 

  設備を新たに対応させるための困 
41 NTT東日本および西日本は、利用者から申込みがあった
場合、現時点で設備が存在しない場合であっても、新たに
構築して提供するケースもあることから、公正競争を確保
するためには、他事業者から接続要求があった場合におい
て光ファイバ設備が存在しない場合であっても、原則接続
義務があるものと捉えることが妥当であると考えておりま
す。 
 （グローバルアクセス） 
 

難性の度合いによって、接続の義務
の内容にも相違が生じると考えら
れ、第一次答申（草案）ではその考
え方により提案を行っている。 

  
 意見２３ ＮＴＴ東日本・西日本の光ファイバ設備にボト

ルネック性を認め、アンバンドルを行うべきとする
結論に賛成。 

 考え方２３ 
 

――― 
  
42 東西NTTの光ファイバ設備についてボトルネック性をもつ
指定電気通信設備とし、メタルと同じ接続義務をもつとい
う一次答申案の結論に賛成する。10月に提出した弊社の意
見書に書いたように、日本は、基本電気通信に関するWTO合
意のもとに「主要なサービス提供者」の不可欠設備との相
互接続を提供する義務を負っている。光ファイバによる加
入者へのアクセスについて東西NTTが高い占有率を持つこ
と、現在メタル用に持っている管路などの設備を光ファイ
バ設備の敷設にも使えることから、東西 N T Tの光 
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 ファイバ設備は不可欠設備といえるので、日本はこのWTO合
意の義務を果たすべく東西NTTの光ファイバ設備に接続義務
を課すべきである。さらに、WTO合意の主旨に鑑み、東西
NTTの光ファイバ設備について中継系、加入者回線にかかわ
らずアンバンドルすべきだ。したがって、答申案の「端末
系伝送路設備、中継系伝送路設備の各々について、伝送装
置を介さないアンバンドルされた形態での接続が行われる
ことを早急に確保すべきである」という提言を支持する。
新規事業者が、メタル設備だけでなく、光ファイバ設備に
ついても必要なネットワーク要素だけに接続して、既に所
有しているネットワークを補完する柔軟性を法的に保証す
ることが重要だ。東西NTTからは光ファイバの提供はノード
装置等と組み合わせて提供することが基本であり、ノード
装置と組み合わせない場合には「IRU契約」もしくは「賃貸
契約」によるという意見が出されたようだが、上記のよう
に東西NTTの光ファイバ設備は不可欠設備であり、不可欠設
備を利用することについて、接続とは違って行政が料金・
条件等で介入することができない民間企業同士の「IRU契
約」や「賃貸契約」を強制するのは不適切である。 
 （レベルスリー） 
 

 

  
 意見２４ 今後の光ファイバ設置計画の開示が行われるこ

とが望ましい。「光ファイバ設備が存在しない」箇
所は、配線部分についてはこの限りでないと認識。 

 考え方２４ 
 
 第一次答申（草案）においては、 

 「ＮＴＴ東日本・西日本において 
43 接続事業者にとって、あるエリアでの設備設置時期が分
からない場合、当該エリアでの営業活動を適宜始めること
はできず、必ずＮＴＴ地域会社のサービスが先行すること
となります。また、設備設置時期まで個別顧客ごとに複数
回、調査依頼（接続要望）を出すことも想定されますが、
これはＮＴＴ／接続事業者双方にとって煩雑なものとなり
ます。したがって、今後の光ファイバ設置計画の開示が行
われることが望ましいと考えます。 
  なお、「光ファイバ設備が存在しない」箇所は、き線部
分についてであり、需要が発生する毎に設置する配線部分に
ついてはこの限りでないと認識しております。 
 （ＪＴ） 

は、接続事業者において光ファイバ
設備との接続が速やかに行えるエリ
アを把握できるように、光ファイバ
設備の敷設状況に関する情報開示を
速やかに行う必要がある」と述べた
ところであり、この情報開示の中
で、今後の光ファイバ設備の敷設計
画についても情報開示が行われる必
要があると考えられる。 
 なお、「光ファイバ設備が既に存
在する場合」「存在しない場合」と
して議論されているのは当該設備の
基本的な対応が可能となっている場
合、なっていない場合を指してお
り、例えば、配線設備の存否までを 

 ここに含めて議論している訳ではな
い。 

  
 意見２５ 米国では通信法にアンバンドルについて規定し

ているのに日本ではアンバンドルに関する規定もな
い。ＮＴＴ地域会社の光ファイバ設備は十分に指定
電気通信設備に値する。 

 考え方２５ 
 
 我が国では電気通信事業法と接続
料規則（郵政省令）によりアンバン 

 ドルのためのルールが設定されてお 
44 本来のアンバンドリングは、市場への早期競争導入と低
料金の新通信サービスの展開を促進させるため、新規参入

り、指定電気通信設備たる光ファイ
バ設備のアンバンドルについてもこ
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事業者に銅線ケーブルだけでなく、既存通信事業者の通信
設備の全要素を提供することであります。米国では、通信
法第251条にて既存通信事業者は非差別にネットワーク要素
へのアクセスを提供する義務を規定し、第３条にてネット
ワーク要素につき設備、装置、設備の特質、機能、容量と
定義しております。米国の新規参入事業者には、通信事業
に必要な殆どの設備を既存通信事業者からアンバンドル要
素として借用している事業者も存在しております。また、
その料金算定には提供事業者の非効率要素が含まれていな
いかたちでの長期増分費用算定方式（LRIC）が導入されて
おります。しかし、日本では米国のようなアンバンドルに
関する規定も無いため、参入事業者も少なく、新規参入事
業者が短期間に通信事業を展開することができず、従って
競争促進の障害となっております。 
 
（中略） 
 
米国でのアンバンドリング対象要素（参考）米国でのアンバンドリング対象要素（参考）米国でのアンバンドリング対象要素（参考）米国でのアンバンドリング対象要素（参考）    
１）銅線、ダークファイバー、大容量回線、構内配線 
２）サブループ（ループの一部） 
３）ネットワークインターフェース装置（ループ装置と構
内配線を接続する装置） 

４）市内回線交換機（増幅、圧縮装置も含む） 
５）局間伝送装置（ダークファイバーを含む） 
６） STPs（ Signaling Transfer Points）， CRD (Call-
Related Databases)への接続（回線情報、フリーダイヤ
ル、ポータビリティ、運用サービス、先進インテリジェ
ントネットワーク等のデータベース） 

７）運用サポートシステム（オーダー、供給、保守、復
旧、Billing機能、全てのループ品質情報へのアクセス） 

（ＭＣＩワールドコム） 
 

れの改正によって対処していくべき
と考えられる。 

  
 意見２６ ＮＴＴ地域会社の接続の拒否について、理由等

の提示を義務づけるべき。また、アンバンドルに関
して、管路等の借用につき保守・工事の主体等につ
いて法律で規定すべき。 

 考え方２６ 
 
 接続の請求に対してこれを断る場
合にその理由を提示することについ 

 て、接続約款において明示の規定が 
45 光ファイバ設備への接続に関し、ＮＴＴ地域会社にアン
バンドリングの要望をした場合、事業法第３８条に基き、
接続に応じる義務は存在します。しかし、接続する設備の
有無に関する情報の透明性が無く、且つ拒絶する場合の合
理的理由の提示義務も事業法で規定されていないため、不
当な拒絶がなされる可能性が存在します。よって、不当な
拒絶を防止するために、光ファイバの空き状況を独立機関
が認定・公開（防衛庁向け等の重要回線部分は除く）し、
提供を拒否する場合には、書面にて拒否する理由等の提示
を義務づけるべきと考えます。 
 また、現在NTT地域会社から管路等を借用する契約は、不
公正な条件（例：① 短期の契約期間、② 工事主体はNTTに
限る、③ NTTから返還要望あった場合には、１年以内に返
還すべき、④ 工事完了まで８ヵ月以上等）の上で承諾せざ
るを得ない状況が存在することから、アンバンドリングに

なく、早急に是正する必要がある。
この旨は答申本文にも明示すること
とする（第Ⅴ章４）。 
 また、管路等の提供については、
工事や保守の主体、標準的期間等に
関して、電気通信事業法第３８条の
２第３項第１号ニに基づく平成１２
年９月の省令改正を受けて既に接続
約款に所要の規定が設けられてい
る。 
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関する契約内容に関しては、電気通信事業者のネットワー
クを構成する要素である重要性を鑑み、保守・工事主体や
その範囲、契約期間、提供までの期間等につき、明確に法
律で規定すべきと考えます。 
 （ＭＣＩワールドコム） 
 
  
 意見２７ 光ファイバ敷設を経済的に行うインセンティブ

のために長期増分費用方式を導入すべき。オルタナ
ティブとして光ファイバ敷設に競争事業者による自
前工事を可能とすべき。 

 考え方２７ 
 
 光ファイバ設備の効率的な構築は
進めていくべきと考えられるが、接 

 続料の原価算定方式に長期増分費用 
46 光ファイバー工法は今後日進月歩と考える。早期に長期
増分方式の導入を行い、指定電気通信事業者に対して経済
的な設備構築へのインセンティブを構成する必要があると
考える。またオルタナティブとして、新たな光ファイバー
敷設については、広く競争事業者による自前工事を可能と
すべきである。 
  光ファイバーが存在しない場合には、自前工事による競
争事業者設備構築を自動的な選択可能な方法として用意す
る必要があると考えます。 
 （東京めたりっく） 
 

を適用することがそれを目的とした
施策であるかには疑問がある。 
 又、光ファイバ設備の敷設を自ら
の工事で行うことは可能である。 

  
 意見２８ 光ファイバ設備と接続して接続事業者が提供で

きるサービスに限定がないことを明記していただき
たい。 

 

 
47 光ファイバの接続またはアンバンドルにおいて、接続す
る事業者が提供できるサービス種類については、限定すべ
きではないことを明記していただきたいと考えておりま
す。 
 （グローバルアクセス） 
 

考え方２８ 
 
 いかなる接続においても、それに
よってどのようなサービスを提供す
るかは接続事業者の任意によること
が基本である。 

  
 意見２９ 端末系伝送路設備又は中継伝送路設備にかかわ

らずＮＴＴ東日本・西日本はアンバンドル設備の接
続要望に応えるべき。 

 考え方２９ 
 
 端末系伝送路設備又は中継伝送路 

 設備にかかわらず、接続の義務の範 
48 接続希望者が要望した場合には、端末系伝送路設備また
は中継伝送路設備にかかわらず、NTT東日本および西日本
は、アンバンドルされた設備の接続要望に応えるべきであ
ると考えております。 
 （グローバルアクセス） 
 

囲内でＮＴＴ東日本、西日本は接続
の請求に応じなければならない。 

※ 「市場支配力を有する事業者」の概念、定義等に関する意見については、当該事項が「ＩＴ革

命を推進するための電気通信事業における競争政策の在り方についての特別部会」において審議

されている事項であり、同様の意見が同部会にも提出されていることから、本答申本欄において

は取り上げていない。



 ６３ 

 
第Ⅱ章 指定電気通信設備の範囲 
 第３節 中継系伝送設備等の扱い 

 
３ 考え方 
  
 意見３０ 設備のボトルネック性について、競争の状況を

踏まえた基準が必要。 
 考え方３０ 

 
49 ＧＣ接続の進展により、①ＩＣ／ＩＧＳ接続、②ＮＴＴ
東西の中継伝送路を利用したＧＣ接続、に加えて③自前伝
送路または他事業者の中継伝送路を利用したＧＣ接続とい
った、接続形態の多様化が進んでいます。 
 また、中継系他事業者による県内通信市場への参入によ
り、サービス競争も激化し、県内通信市場におけるＮＴＴ
東西のシェアが急速に低下しています。 
 設備のボトルネック性については、サービスの進展と市
場の変化に対応できるような基準作りが必要と考えており
ます。よって、単に役務を切り離しただけでボトルネック
性の有無を検討するのではなく、設備の代替性に加えてサ
ービス等の競争の状況も踏まえ、ボトルネック設備を判断
すべきと考えます。 
 なお、中継系伝送路設備のボトルネック性については、
競争の枠組みや市場環境が急速に変化していることから新
たな明確な基準が必要です。どのような状況になった場合
にＮＴＴ東西の中継系伝送路設備が指定設備の範囲から除
外することとなるのかについて、具体的な基準を明確にす
べきであると考えております。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 市販されていること等により競争
的に供給が受けられるような電気通
信設備で設備の代替性が強いものに
ついては、指定電気通信設備から除
外することが適当と考えられる。 

50 音声伝送役務について、一次答申草案においてもご指摘
いただいているように、①ＩＣ／ＩＧＳ接続、②ＮＴＴ東
西の中継伝送路を利用したＧＣ接続、に加えて③自前伝送
路または他事業者の中継伝送路を利用したＧＣ接続といっ
た、接続形態の多様化が進んでおります。 
 今回のボトルネック性の議論においても、中継伝送路の
調達手段の多様化がなされており、市内サービスの競争進
展等の競争の枠組みや市場環境の変化に応じて、規制緩和
が進められるような基準作りが必要と考えており、設備の
代替性に加えてサービス等の競争状況も踏まえてボトルネ
ック設備を判断すべきと考えます。 
 なお、中継系伝送路設備のボトルネック性については、
競争の枠組みや市場環境が急速に変化していることから新
たな明確な基準が必要です。どのような状況になった場合
にＮＴＴ東西の中継系伝送路設備が指定設備の範囲から除
外することとなるのかについて、具体的な基準を明確にす
べきであると考えております。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 
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 意見３１－１ 他事業者においてフレッツＩＳＤＮと同様
のサービス提供は可能であり、指定電気通信設備と
位置付ける必要はない。 

 考え方３１－１ 
 
 フレッツＩＳＤＮの提供のために 

 用いている伝送路設備は、「ＮＴＴ 
51 フレッツＩＳＤＮは他事業者も容易に調達できるＡＴＭ
専用線と市販のルータ等で構成されています。 
 また、フレッツＩＳＤＮのユーザ料金算定上、ＡＴＭ専
用線はユーザタリフを基に算定しており、他事業者におい
てもルータ等と組み合わせることにより、同様のサービス
は提供可能であることから、イコールフッティング上の問
題はないと考えます。 
 従って、指定設備と位置付ける必要はないと考えます。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

東西で提供しているＡＴＭ専用線と
同じ回線であり、他事業者は相互接
続等により利用可能」とか、「ＡＴ
Ｍ専用線はユーザタリフを基に算
定」されているとの主張がなされて
いるが、ＮＴＴ東日本・西日本と同
等の条件で同じ回線が利用できるこ
とはこれまで如何なる場においても
説明がなされておらず、何らの証拠
も存在していない。イコールフッテ
ィングの確保のためのアンバンドル
がなされる意義は大きいと考えられ
る。 

  
 意見３１－２ ＮＴＴ東日本・西日本の地域ＩＰ網を指定

電気通信設備としてアンバンドルを行うべき。 
 考え方３１－２ 

  データ伝送のために用いられる設 
52 答申案において、「設備のボトルネック性は、…役務の
種類と切り離して、ボトルネック性の有無を検討すること
が適当」（p.24）とされていますが、当社はこれに賛同し
ます。 
 この考え方に応じて、データ伝送役務に係る設備につい
ても、その設備自体にボトルネック性が認められる場合は
指定電気通信設備とすることが適当です。 
 具体的には、現在NTT東西が整備している「地域IP網」は
ボトルネック性をもつNTT東西のネットワークにより構成さ
れ、かつ接続に対する需要も大きいことから、速やかにこ
れを指定電気通信設備に指定することが必要です。また、
これと同時に、NTT東西と他事業者のサービス提供に係るイ
コールフッティングを確保するため、当該設備のアンバン
ドルを行うことも必要です。 
（Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 

備については、そのボトルネック制
に応じて指定電気通信設備に含め、
必要なアンバンドルを確保していく
必要がある。 
 ＮＴＴ東日本・西日本の「地域Ｉ
Ｐ網」における伝送路設備の機能を
どのアンバンドルについて早急に措
置を講ずることが必要であり、その
旨を答申本文にも明記することとす
る。 
（第Ⅱ章第３節３(3)②） 

53 東西NTTの不可欠節設備について、役務に関係なく設備自
体にボトルネック性が存在することから、基本的に指定電
気通信設備とすることが適当という答申案の見解を支持す
る。データ伝送役務に使われる設備であっても適切な形で
アンバンドルし、他の事業者が公正な条件で当該設備と接
続できるようにすべきである。 
 （レベルスリー） 
 

 

  
 意見３２ 競争的に供給が受けられる局内設備は指定設備

に含めないといった明確な基準作りをお願いする。
メディアコンバータは非指定設備とすることが適
当。 

 考え方３２ 
 
 市販されていること等により競争 

 的に供給が受けられるような電気通 
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54 本考え方については、賛同いたします。併せて、競争的
に供給がうけられる局内設備は指定設備に含めないといっ
た明確な基準作りをお願いいたします。 
 「メディアコンバータ（光信号と電気信号の変換装
置）」のような光伝送装置等については、ベンダ等から同
様の機能を有する装置が調達可能であり、他事業者自らが
ＮＴＴ東西所有の局舎への設置が可能であるといった場合
には、公正な競争を行なうことが可能であることからボト
ルネック設備とは言えず、非指定設備とすることが適当で
あると考えます。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

信設備で設備の代替性が強いものに
ついては、指定電気通信設備から除
外することが適当と考えられる。 
 「メディアコンバータ」等、個別
の設備について指定電気通信設備に
あたるか否かについては、今後省令
や告示において明確にされる必要が
ある。 

  
 意見３３ ＩＳＤＮと重畳可能なＤＳＬモデム等は競争的

に調達できるものではなく、指定電気通信設備とす
べき。 

 

 
55 答申案において、ＤＳＬモデムやルータのような局内設
備については、指定電気通信設備に含めない、とされてお
り、その理由として競争的に供給が受けられ、他事業者も
容易に設置できることをあげていますが、ＮＴＴ地域が設
置するＤＳＬモデムのすべてが、競争的に供給が受けられ
るものとは限らないと考えます。 
 現に、ＮＴＴはＩＳＤＮと重畳可能なＤＳＬモデムを開
発しており、一部のＤＳＬ事業者はその内容について打診
を受けていますが、このモデムについては全く情報が開示
されておらず、他事業者が競争的に調達できる環境となる
保証は全くないのが現状です。 
 従いまして、ＤＳＬモデムもしくはルータといった設備
であっても、国際標準ではない方式の設備については指定
電気通信設備とすべきです。 
（イー・アクセス） 
 

考え方３３ 
 
 ＤＳＬモデム等の局内設備であっ
ても、競争的に供給が受けられるよ
うな状態にないものについては、こ
れを指定電気通信設備から除外すべ
きではないと考えられ、一方、競争
的に供給が受けられるようになった
ものは除外すべきと考えられる。第
一次答申本文においてその旨につい
て誤解のないよう、記述を明確化す
ることとする（第Ⅱ章第３節３(2)
①②）。 

  
 意見３４ ＤＳＬＡＭやルータも指定電気通信設備に含め

るべき。 
 考え方３４ 
 

  接続事業者において市場で調達す 
56 接続事業者は実際の接続において、設備をコロケーショ
ンする第二種サービスだけでなく、中継階梯でＮＴＴ地域
会社と接続する第一種サービスを利用することも多いこと
から、ＮＴＴ地域会社の設置するＤＳＬＡＭやルータも含
め、全体として指定設備とすべきと考えます。 
 （ＪＴ） 
 

ることも十分容易と考えられるＤＳ
ＬＡＭやルータ等については、指定
電気通信設備の範囲外とするが、こ
れらと介して指定電気通信設備と接
続する場合のコロケーションに関す
るルールについては、指定電気通信
設備について整備されているコロ 

57 接続事業者は、自らの設備を東西ＮＴＴの建物にコロケ
ーションする接続形態の他、東西ＮＴＴの設置設備を用い
た県内網、例えば地域ＩＰ網を利用するケースも多いこと
から、ＤＳＬＡＭやルータも指定電気通信設備に含めてい
ただきたいと考えます。 
 （ＴＴＮｅｔ） 
 

ケーションのルールを適用すること
が適当と考えられる。 
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 意見３５ 指定電気通信設備との間接的な接続についても
コロケーションルールを準用するが、サーバ等につ
いては対象外とすべき。 

 

 
58 非指定設備との接続についても、ＮＴＴ東西が設置する
ＤＳＬＡＭやＯＣＮルータ等と他事業者回線等との接続の
ように、当該設備を介した接続が指定設備との間接接続に
必要不可欠であれば、他事業者伝送系装置のコロケーショ
ンについて、現行同様指定設備への接続にかかるコロケー
ションルールを準用する考えです。 
 しかしながら、指定設備と間接的に接続する他事業者設
備が全て含まれるとなると、ＮＴＴ東西ビルに設置する必
然性が乏しい他事業者のサーバ等も該当することとなりま
す。これらについては、『私的自治』の原則の中で、扱う
べきものと考えます。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

考え方３５ 
 
 コロケーションルールの適用対象
は、現在接続に必要な装置であるか
否かによって決められており、その
範囲で非指定設備を介して間接的に
指定電気通信設備と接続する場合に
も同様の考え方が踏襲されるべきと
考えられる。 

  
 意見３６ 役務や指定電気通信設備に関係なく、支配的事

業者の接続の義務を法律に明記すべき。 
 考え方３６ 

 
59 役務や指定電気通信設備に関係なく支配的事業者のネッ
トワーク要素（中継系伝送路設備を含む）に関しては、支
配的事業者に接続の義務を法律に明記すべきと考えます。 
 （ＭＣＩワールドコム） 
 

 接続の義務は平成９年の電気通信
事業法の改正により全ての第一種電
気通信事業者について既に規定され
ている。第一次答申（草案）では、
これに加えて指定電気通信設備にお
いてデータ伝送のために用いられる
電気通信設備を含めることを提言し
ている。 

  
 意見３７ 指定電気通信設備の範囲の見直し後も従来どお

り長期増分費用方式により接続料は算定されるもの
と理解。 

 

 
60 中継伝送路設備等の扱いに関して賛成致しますが、①～
⑥の設備について答申草案通り、役務に関わりなく設備自
体にボトルネック性が認められた場合であっても、従来通
り長期増分費用方式長期増分費用方式長期増分費用方式長期増分費用方式によって接続料は算定されるものと理
解しております。 
 （ＫＤＤＩ） 
 

考え方３７ 
 
 今回の検討によって指定電気通信
設備の範囲が見直された後に、長期
増分費用方式が適用されることにな
っている機能においてその適用が解
除される訳ではない。 
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第Ⅲ章 光ファイバ設備の細分化（アンバンドル） 

 
３ 考え方 
  
 意見３８ ＮＴＴ東西の姿勢として光ファイバを自主的に

開放するが、「光ＩＰ接続サービス」等については
既存のボトルネック設備との接続と異なる扱いとす
べき。 

 

 
61 ＮＴＴ東西の姿勢として、光ファイバを他の通信事業者
に自主的に開放することを表明し、アンバンドルされた形
態での提供に関しても、現在、要望事業者とＩＲＵ契約を
含め協議を行っているところです。 
 なお、ＮＴＴ東西としては、「光ＩＰ接続サービス」等
の新サービスについては、ネットワーク構成や提供条件等
様々な創意工夫が必要であり、そのため、試行しながら提
供していくこととしていますので、方式等が確立された既
存のボトルネック設備との接続と同様な扱いとなると新サ
ービスの提供や改良・発展等に支障をきたします。そのよ
うな新サービスの早期提供が困難となるような制約を設け
ることはお客様利便性向上の観点から問題があると考えま
す。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

考え方３８ 
 
 「既存のボトルネック設備との接
続と同様な扱いとなると新サービス
の提供や改良・発展等に支障をきた
します」との意味が明確ではない
が、適正な条件によるアンバンドル
のルールが整備されることで、サー
ビスの早期提供がＮＴＴ東日本・西
日本と競争事業者の双方について実
現されることが利用者の利便性向上
の観点から重要と考えられる。 

  
 意見３９－１ 光ファイバ設備について、均一料金とすべき｡  考え方３９ 
  
62 ＮＴＴの光ファイバ設備の提供を受けた場合、地域毎に
料金水準が異なるとユーザ料金策定に関し影響があると考
えます。 
  ユーザに対しても安定的な料金で提供を行うためにも、
それぞれ東西ＮＴＴ地域会社の範囲内では、地域毎に料金
差を設けない均一料金とするべきであると考えます。 
 （ＫＤＤＩ） 
 

 地域毎に異なる接続料の設定につ
いては、平成１３年初頭より審議会
において検討し、結論を得ていくこ
ととする。 

  
 意見３９－２ 光ファイバ設備の提供にあたっては、開始

当初から地域別料金を許容すべき。 
  

  
63 光インフラの料金は、競争下で各事業者の投資インセン
ティブが十分働くルールの下で決定されることが必要であ
り、長期増分費用方式の適用外とすることは勿論のこと、
実際費用方式の下でも、地域別料金を含めた市場価格で提
供していくことが必要。 
 したがって、「光ファイバ設備に係る接続料について
は、事業者の新規投資インセンティブを失わせないことに
留意」との答申草案の考え方には賛成。 
 今後光インフラで提供されるサービスは、ユニバーサル
サービスの対象外であるとともに、競争下で提供されてい
くことから、開始当初から地域別料金を許容することが必
要。 
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（注） IT特別部会答申草案においても、「ユニバーサルサー
ビスとされる加入電話等以外の通信料金については、競争
環境下において、市場原理に基づき設定されるものであ
り、地域別料金格差を設けることは一概に否定されない」
とされている。 
（ＮＴＴ持株） 
 
64 光ファイバ設備は今後競争環境の中でいろいろな工夫を
しながら新たに構築していくこととなることから、地域ご
とに設備構築に必要なコスト、必要な設備量、需要等が大
きく異なることも想定され、そのコストに応じた料金を設
定することが合理的であると考えられ、料金の設定方法と
して全国均一を義務付けることには問題があると考えま
す。 
 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 

  
 意見４０ ＮＴＴ東日本・西日本において、光ファイバ設

備の利用の際、必要な情報開示をしていく。他事業
者等においても同様の情報開示を行うべき。 

 

 
65 他事業者がＮＴＴ東西の光ファイバ設備をご利用いただ
く際、必要となる情報については開示していくことを考え
ております。 
 ただし、情報開示にあたっては、情報のセキュリティ確
保に加え、その内容、実施方法等により必要となるコスト
も区々となることから、その負担方法についても検討が必
要であると考えます。  
 また、光の情報開示については、ＮＴＴ東西単独の情報
開示ではなく、①敷設距離等を見た場合、加入者系光ファ
イバに関して、他事業者がＮＴＴ東西の約２倍を保有して
おり、加入者系と中継系を合計した値でも、他事業者がＮ
ＴＴ東西を上回っていること及び、②他事業者・事業体等
については、既に商用ベースで提供している実績があるこ
とから、真の競争実現を目指す目的として、他事業者等に
おいても同等の情報開示を行うことが公正競争条件に叶う
ものと考えます。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

考え方４０ 
 
 指定電気通信設備たる光ファイバ
設備の敷設状況に関する情報開示の
具体的内容や手続については、早急
に省令改正等の手続に着手し、その
中で詰めていく必要がある。 
 情報開示は全ての光ファイバ設備
について意義があるとは思われる
が、現時点では、最低限の措置とし
て指定電気通信設備について十分な
情報開示が行われる必要がある。 

  
 意見４１ ダークファイバを介したＣＴＦにおける横つな

ぎについて明示を要望する。 
 考え方４１ 

  指定電気通信設備たる光ファイバ 
66 内容について、賛同いたします。しかしながら、下記に
述べるＣＴＦにおける「横つなぎ」について、明示してい
ただきますよう要望いたします。 

＜ダークファイバの横つなぎの例＞ 
 下記の接続が可能となった場合、Ａ事業者－Ｂ事業者間に
おいて、接続用伝走路の構築が容易となり、接続事業者 
のネットワークの柔軟な構築が促進される上、伝送容量の変
更の際、ＮＴＴ地域会社の稼動は不要となります。 

設備がＣＴＦにおいて折り返す形態
での接続についても、指定電気通信
設備との接続に関するルールが適用
されると考えられる。メタル設備に
ついてＭＤＦで折り返す伝送路との
接続について実例もあり、光ファイ 
バ設備についても、接続事業者の請
求に応じて同様に実現されるべきで 
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 （図略） 
 （ＪＴ） 

あると考えられる。 

  
 意見４２ ＮＴＴ局外の任意区間についても光ファイバ設

備を細分化して提供可能としていただきたい。 
 考え方４２ 

 
67 光ファイバ設備の細分化に当たっては、①ＮＴＴ局ＣＴ
Ｆから加入者区間、②ＮＴＴ局間に加え、ＮＴＴ局外の任ＮＴＴ局外の任ＮＴＴ局外の任ＮＴＴ局外の任
意区間についても提供可能意区間についても提供可能意区間についても提供可能意区間についても提供可能として頂きたいと考えます。 
  事業者の自助努力により光ファイバ設備を構築する場合
であっても、物理的に設備構築ができない区間（橋梁区間
等）もあり、その場合は特定区間のみ提供を要望するケー
スがあると考えます。 
  このような局外の任意区間であっても、既設のクロージ
ャ等を介するなど運用面でも支障がない範囲であれば提供
に関しても全く問題ないことから、今回の接続ルールの見
直しの際に、担保していただきたいと考えます。 
 （ＫＤＤＩ） 
 

 ＮＴＴ東日本・西日本の局舎に収
容されない光ファイバ設備のアンバ
ンドルについては、その需要動向等
について現時点では明確でないた
め、光ファイバ設備のアンバンドル
のための省令改正手続を通じて、こ
の扱いにつき結論を得ていく必要が
ある。 

  
 意見４３ 光ファイバ設備について、非差別的に透明に取

り扱われるように、ＩＲＵ等の個別契約は容認しが
たい。 

 考え方４３ 
 
 ＩＲＵは従来より電気通信事業法 

 の規制の対象外となっている。 
68 公正競争を促進するために、ＮＴＴ東西両地域会社が所
持する光ファイバ設備は、ＮＴＴグループ内外に係らず、
非差別的に取扱われることが重要であると考えます。 
  従って、ＮＴＴ東西両地域会社が所持する光ファイバ設
備につきましては、不透明に取扱われないためにも、ＩＲ
Ｕ等の個別契約は容認しがたいと考えます。 
 （ＫＤＤＩ） 
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第Ⅳ章 接続料と利用者料金との関係 
 第１節 接続料と定額的な利用者料金等の水準 

 
３ 考え方 

意見 当審議会の考え方 
  
 意見４４ 利用者料金と接続料との関係について正式な形

で開示すべき。内部相互補助について問題があると
きには是正措置が図られるべき。 

 

 
69(a)各役務の基本料・通信料等の区分毎における利用者料金
と接続料との関係については、未だに正式な形で公表され
たことがありません。早急に開示し、内容のチェックが行
われるべきと考えます。 

  (b)また、接続会計の結果は、ＮＴＴの接続会計報告では、
小売りコストを含めるＮＴＴユーザーサービスが提供でき
ないことを示しています（管理部門＝黒字、利用部門＝赤
字）。詳細な内部相互補助チェックにおいて問題点が明ら
かになった場合、接続料金とユーザー料金両者について是
正措置を図ることを明示すべきと考えます。 

（ＪＴ） 
 

考え方４４ 
 
 平成１１年にＮＴＴ東日本・西日
本が行った利用者向け料金と接続料
との比較については、当審議会答申
を通じて公表されたところである
が、ＮＴＴ東日本・西日本自身にお
いても今後公表することが適当と考
えられる。 
 接続会計結果については、指定設
備管理部門が黒字、同利用部門が赤
字という結果であり、長期増分費用
方式の導入等による接続料の引下げ
と、経営効率化を通じた赤字解消と
を求めているところである。 

  
 意見４５ 市内通話についても利用者料金と接続料との関

係を検証すべき。 
 考え方４５ 

 
70 お考えに基本的に賛同いたしますが、「通信料」という
大括りの区分における「利用者料金と接続料との関係」で
は不十分と考えます。 
 何故ならば、市内競争が促進しないことが特に問題であ
り、その原因が「利用者料金と接続料との関係」であるか
否かは、「市内通話」という細かい区分でないと検証でき
ないからです。是非とも、競争が促進していない領域にス
ポットを当てられるように比較される区分は細かくしてい
ただき、少なくとも音声伝送役務における「市内通話」の
区分は設けるべきと考えます。 
 （ＴＴＮｅｔ） 
 

 利用者料金と接続料との関係の検
証においては、サービス競争を行う
市場領域の範囲を適宜考慮してその
区分単位を捉えていく必要がある。 

  
 意見４６ ＮＴＴ東日本・西日本は既に十分な情報開示を

行っている。 
 考え方４６ 

  ＮＴＴ東日本・西日本の行う情報 
71 ＮＴＴ東西は、従来より、接続会計の報告・公表に加え
て、役務別収支についても報告・公表していること、及び
「接続料算定に関する研究会報告書」の提言を受け､平成１
１年度の接続料認可申請に際し､ＮＴＴ東西利用者料金と接
続料の水準を役務別損益ベースの基本料・通信料等の区分
毎に比較し､両者間に内部相互補助がなされていないことを
検証し、郵政省に報告を行っており、既に十分な情報開示 

開示については、郵政省に報告を行
っている接続料と利用者料金の比較
の内容について公表を行うこと等、
従前のやり方に加えて行うべき改善
の余地がなお存在している。 
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 を行っているものと認識しており、新たな規制は必要ない
ものと考えます。 

 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 

  
 意見４７－１ 指定電気通信設備を設置する第一種電気通

信事業者について、接続条件の設定を自社サービス
開始前に行うことを義務として規定すべき。 

 考え方４７ 
 
 ＮＴＴ東日本・西日本が他の利用 

 が不可能な機能を用いてサービス提 
72 答申案において、「指定電気通信設備を設置する事業者
においては、自社のサービス開始より前に、或いは少なく
ともほぼ同時期に接続条件の設定を行うよう努めるべきで
ある。」（p.32）とされていますが、当社はこれを単なる
努力規定に止めず、指定電気通信設備を有する事業者に係
る義務として規定することが適当と考えます。 
 また、ここでいう「自社のサービス」については、試験
役務として提供されるサービスも含めることを明示すべき
と考えます。さもなければ試験役務に係るサービスが脱法
的に利用される可能性が生じます。 
（Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 

供を行うことは公正競争条件の確保
の上から問題が多い。 
 指定電気通信設備を設置する第一
種電気通信事業者が自社のサービス
を提供するときの接続条件の設定と
の先後関係については、試験役務の
場合も含めて接続条件の方を先にす
るか、ほぼ同時期とすべきであり、
ＮＴＴ東日本・西日本に努力を求め
ることが適当である。 

  
 意見４７－２ 接続料の規定や協定の締結がなければ、利

用者料金を設定できないとされるならば、ユーザ利
便の観点から問題が生じる。 

  

  
73 基本的な接続機能ではない付加的なサービスや新しいサ
ービスについては重要な競争手段として各事業者が市場に
おいて創意工夫を発揮して提供すべき分野であり、これに
対する規制は、必要最小限とする必要があります。 
  サービス提供にあたっての他事業者との間の公正競争条
件確保については、 ①標準的な接続箇所における、技術的
条件及び各機能毎の料金等の接続約款への規定、②指定設
備の機能の変更又は追加の計画を有する場合の郵政省への
届け出及び自主ルールとしての円滑な接続に必要となるイ
ンターフェースの開示で十分であると考えます。 
  仮に、接続料の規定や協定の締結が無ければ､利用者料金
を設定できないとされるならば、ＮＴＴ東西の新サービス
開発のインセンティブが損なわれること、及び県内サービ
スの早期実現を要望されるお客様のニーズに応えられず、
ユーザ利便の観点から問題が生じると考えます。 
  また、各事業者の接続要望は多岐にわたり、標準的接続
箇所以外を含むその全てのケースを事前に想定し、アンバ
ンドル機能の提供条件を定め、予め設備的な準備をするこ
とは現実的に不可能であり、要望に応じて設定していくべ
きものと考えます。 
 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 

  
 意見４８ 利用者料金と接続料との間の「逆転」について

調査と是正措置を行うべき。 
 考え方４８ 

  接続料の水準が利用者料金の水準 
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74 答申案において、「利用者料金が接続料の水準を下回る
ことは、一般的には公正競争上適切ではないと考えられ
る。」（p.31）とありますが、現状すでにこれに当てはま
るケースが生じています。このような状況が生じているこ
とが判明した場合、速やかに変更命令等を行い、是正する
ことが必要です。 
  また、答申案においては、東西NTTの利用者料金と接続料
の関係について「検証を継続し、接続会計において内部相
互補助がなされていないか、NTT東日本・西日本においてこ
れに関する情報開示を行い、社会的な評価を仰ぐべき」
（p.32）とありますが、これは適当ではありません。御省
は電気通信事業法第92条による電気通信事業者に対する調
査権を有していることから、これを用いて東西NTTに対し情
報の開示を求め、積極的な調査を行うことが適当と考えま
す。 
  このほか、指定電気通信設備を有する事業者以外との接
続においても、移動体通信事業者との接続において、弊社
のサービス提供に係る料金を、そのサービス提供に係る接
続料の水準が上回り、逆鞘となっている事例があります。
このような場合においても、裁定の申請等に応じて速やか
に調査を行い、必要に応じて変更命令発出し、是正するこ
とが必要です。 
 （Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 

を不当に上回って公正競争を阻害し
ている虞がある場合には、必要に応
じて郵政省において調査を行い、意
見申出等に応じて不適切な料金につ
いては是正を求めていくことが必要
である。 

  
 意見４９ プライスキャップ規制が導入されたので、利用

者料金と接続料金の関係を個々の料金ごとに議論す
るのは不適切。 

 

 
75 ＮＴＴ東西の主要なサービスの利用者料金については、
平成１２年１０月よりプライスキャップ規制が導入され、
実際の費用の水準と関係なく、音声・専用それぞれのバス
ケット単位で値下げを義務付ける規制が導入されており、
バスケットの中の個々の料金体系について、基本的には市
場にあわせて事業者の経営判断による弾力的な料金設定が
可能とされています。 
 従って、利用者料金と接続料金の関係を個々の料金ごと
に議論するのは不適切であり、新たな規制は必要ないもの
と考えます。 
 なお、米国でもインピュテーションルールの適用をＦＣ
Ｃは義務付けておりません。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

考え方４９ 
 
 プライスキャップ制が導入された
ことは、競争阻害的な料金が許容さ
れたことを意味するものではなく、
個々の料金についても公正競争条件
確保の議論の対象になり得る。 

  
 意見５０－１ 定額サービスについては、現行の接続料体

系で問題はない。 
 考え方５０－１ 

  ＮＴＴ東日本・西日本自身のよう 
76 定額サービス等を含め利用者料金体系は、各事業者が自
らリスクを負って創意工夫し決定するものであります。既
に他事業者の中には、インターネット接続料と通話料をバ
ンドルした定額的なサービスを提供している事業者もあ
り、現行の接続料の体系でも定額的な利用者料金とするこ
とが可能であります。従って、交換機のコストが通信回数

に交換機を使用して定額的なサービ
スを行っていく需要は存在してい
る。従量制の接続料が適用される場
合に定額的な利用者料金を設定する
ことが困難となることは明らかであ
り、定額的な接続料が必要ないとす
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と時間に比例することを勘案すると、現行の接続料金体系
で問題はないと考えます。 
 また、一次答申草案のように、必ずＮＴＴ東西の定額サ
ービスと接続料を同様な料金体系としなければならない義
務を課されるならば、ＮＴＴ東西の新サービス開発のイン
センティブを損なうものとなります。 
 加えて、接続料は、長期増分費用方式の導入により、毎
年大幅に値下げが行われること、また定額的なインターネ
ット接続サービスについては既にフレッツＩＳＤＮやＡＤ
ＳＬサービスなど、交換機を使用しないサービスが普及し
ていくと想定される上に、諸外国でも一般的な接続料に定
額制を導入している例は無いと聞いていることから、その
点からも、新たな体系は必要ないものと考えます。 
 なお、仮に交換機を介する通信に対して、定額の接続料
を設定する場合には、料金システム等の改造にかかる費用
の検討の他、交換機等のネットワーク等への影響等技術的
検討が必要であると考えております。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

る論拠に乏しい。 

  
 意見５０－２ 定額の接続料の設定の提言に賛成。新サー

ビス提供前に接続条件を定めるべきとの考えも支
持。これらの設定時には意見招請が行われるべき。 

 

 
77 答申案では、指定電気通信事業者が「定額的な利用者料
金を設定している部分については、適切な方式によりこれ
を下回る水準で定額の接続料が設定される必要がある」と
提言されているが、弊社はこの考えに賛成する。また、指
定電気通信事業者が新しい利用者向けサービスを提供する
場合には、サービスの提供開始前にこのサービスとの接続
料など接続条件を定めるべきだとする考えも支持する。こ
の接続条件の設定にあたっては、事前に接続条件案を公表
して広く意見を求めるべきである。東西NTTが近い将来予定
している「光・IP接続サービス」についてもこの措置が取
られることを希望する。 
（レベルスリー） 
 

考え方５０－２ 
 
 指定電気通信設備との接続に関し
て接続約款において設定される定額
の接続料等の接続条件の認可にあた
っては、広く内外から意見招請が行
われるべきことは言うまでもない。 

  
 意見５１ ＮＴＴ地域会社は指定設備利用部門が赤字であ

るにもかかわらず割引サービスを提供しており、問
題。これら割引サービスを他事業者へ着信させない
ことは公正競争を阻害している。フレッツＩＳＤＮ
のように接続条件が設定されないまま、広範囲でサ
ービスを展開させることは競争を阻害する。 

 考え方５１ 
 
 従量制の接続料の支払いを求める
事業者に対して、定額的な料金の着
信を行わないこととすることを排除
することは、赤字によるサービスの 

 提供を義務付けることとなることか 
78①①①①    内部相互補助の疑い内部相互補助の疑い内部相互補助の疑い内部相互補助の疑い    
 地域通信市場において、平成１０年度の接続会計で指定
設備管理部門が４,６６５億円の黒字、指定設備利用部門が
２,３３６億円の赤字であり、NTT地域会社の小売サービス
が卸売事業である相互接続料金と比して安価に設定されて
いるケース（以下 １）参照）が見受けられ、内部相互補助
が行われていると考えざるを得ないと考えます。 
１）割引サービス（テレホーダイ、タイムプラス、ｉアイ

ら慎重であるべきであるが、定額的
な料金に関する公正競争条件の確保
の為に、適正な水準の定額の接続料
の設定を義務付けることは意義があ
ると考えられ、第一次答申（草案）
にあるとおり、その実現に向けた詳
細の検討を平成１３年の前半より行
うこととする。 
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プラン等） 
 NTT地域会社（特にNTT西日本）は、現在の指定設備利
用部門の利益が赤字にもかかわらず、地域通信サービス
でNTT東日本と同額の料金を設定し、且つ割引サービス
（テレホーダイ、タイムプラス、アイアイプラン等）ま
で導入しております。これは、事業者にNTT西日本の割引
サービスからの損失等から起因する赤字を転嫁している
ことになると考えます。また、地域通信サービスの割引
後の料金と相互接続料金を比較した場合には、割引後の
小売料金が安価になるケースも存在します。 
 

  ②②②②    定額的接続料の設定定額的接続料の設定定額的接続料の設定定額的接続料の設定    
 定額的な接続料金の設定の要否に関し議論する前に、割
引サービスの問題性の核心は、NTT地域会社が割引サービス
（テレホーダイ、タイムプラス、アイアイプラン等）を他
通信事業者の電話番号への着信呼に対して適用しないこ
と、つまりＮＴＴ地域会社（支配的通信事業者）の反競争
的行為にあるという点に着目する必要があります。支配的
事業者が地域通信市場の独占性を利用したサービスを他事
業者へ着信させないことは、公正競争を阻害しているた
め、公正競争上の問題を早急に解決する必要があると考え
ます。 
 仮にＮＴＴ地域会社が定額的な接続料金の設定をする場
合は、ＮＴＴ地域会社が提供するｉアイプラン、テレホー
ダイ、タイムプラス等の割引サービスは従量制と定額制が
入り交じった料金設定であり、今年から導入される従量制
接続料金に関する長期増分費用算定方式、事業者間精算方
式等との関連性や影響に関し十分な議論をなす必要がある
と考えます。ＮＴＴ地域会社の定額的接続料金について
も、非効率を排除し、かつ、定額的接続においてもNTT地域
会社に対して他事業者が十分に競争力を有する接続料金を
早急に設定する必要があると考えます。結果として、NTT地
域会社以外の通信事業者の顧客は、その選択により、従量
制または定額制のサービスが競争的な価格にて受けられる
ようにすべきであり、これを確保するためには、非効率を
排除したかたちでの従量制および定額制の接続の組み合わ
せを実現すべきと考えます。 
 また、NTT地域会社の圧倒的なシェアに基づく支配的地位
に着目し、NTT地域会社の顧客間のみで適用される割引定額
料金が、これと競合する他通信事業者の定額サービスを市
場から排除する性質のものでないことを確保することが必
要であると考えます。 
 

    ③③③③    利用者向けサービスの提供と接続条件の設定利用者向けサービスの提供と接続条件の設定利用者向けサービスの提供と接続条件の設定利用者向けサービスの提供と接続条件の設定    
  現在、ＮＴＴ地域会社が提供しております“フレッツｉ
“に関し、当初サービス提供を試験サービスとして、東
京、大阪という広範囲で提供を開始されておりました。省
令での試験サービスの適用要件に利用者の範囲を限定する
必要性が規定されているにもかかわらず、東京、大阪とい
う広範囲は、弊社の業務エリア以上の広範囲であり、省令
上の利用者の範囲限定に該当するのか相当曖昧でありま
す。このように、支配的事業者が利用者向けサービスの提
供をする場合に、接続条件が設定されないまま、本格的サ
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ービスと同等の広範囲での試験サービスを展開させること
は、公正な競争促進を阻害することになります。よって、
支配的事業者が利用者向けサービスの提供をする場合に
は、事前にパブリックコメント等により接続条件等につき
公開された場で十分議論される必要があると考えます。 
 （ＭＣＩワールドコム） 
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第Ⅳ章 接続料と利用者料金との関係 

 
第２節 事業者向け割引料金（キャリアズレート）の拡大 

意見 当審議会の考え方 
  
 意見５２ キャリアズレートを公衆網にも適用すべきとの

考え方に賛成。 
 考え方５２ 

 ――― 
79 キャリアズレートの設定を専用役務だけでなく公衆網に
も適用すべきという答申案の考え方に賛成する。 
 （レベルスリー） 
 

 

  
 意見５３ キャリアズレートには電話／ＩＳＤＮの加入者

回線部分を含めるべき。又、これと利用者料の逆転
が生じないようにしていただきたい。 

 

 
80 東西ＮＴＴが提供する事業者向けの割引料金（キャリア
ズ・レート）については、合理的で非差別的な提供条件で
あることを担保する必要があると考えます。 
  東西ＮＴＴの地域通信網における事業者向けの割引料金
（キャリアズ・レート）の導入については、地域通信市場
の競争の進展において有効な手段であると考えます。 
  従って、当該キャリアズレートには、電話／ＩＳＤＮに
おける加入者回線部分（各種付加サービスを含む基本料金
等）も含まれる必要があると考えています。この際、競争
事業者が市場参入可能となるよう、当該キャリアズレート
とお客様料金の逆転が生じないようにしていただきたいと
考えます。 
 （ＫＤＤＩ） 
 

考え方５３ 
 
 加入者回線部分を含めること等、
公衆網における事業者向け割引料金
（キャリアズレート）の設定の具体
的な態様については、引き続き審議
会において詰めていく必要がある。 

  
 意見５４ 事業者間の取引は自由とすべき。但し、公益事

業等からの参入に対しては公正競争条件の整備を進
めるべき。 

 考え方５４ 
 
 接続等の事業者間取引は、公正競 

 争条件が確保される中で、円滑に行 
81 事業者間の取引形態の制約を撤廃し相対でのネットワー
ク調達・再販を可能にするとともに、中継系のように代替
可能なネットワークに関する接続料金規制の撤廃を要望し
ます。    
        キャリアーズレートの適用対象について、本草案３３ペ
ージの記述では、指定電気通信設備に限定されているの
か、第一種電気通信事業者の設備全般を指しているのかが
不明確ですが、原則として、事業者間取引は自由とすべき
であると考えます。この点は、平成１２年１０月２３日付
の弊社意見でも述べたとおりです。 
  あわせて、情報通信産業のボーダレス化に鑑み、他産業
とりわけ公益事業から情報通信事業への参入に対し、クロ
スサブ禁止等の公正競争条件の整備を進めるべきと考えま
す。 

われるようにする必要があり、市場
支配力を有さない事業者間の接続に
ついては一定の条件の下で届出制と
することを提言している。 
 公衆網における事業者向け割引料
金（キャリアズレート）の設定の具
体的な態様については、引き続き審
議会において詰めていく必要があ
る。 
 なお、第一次答申（草案）では、
事業者間の役務提供において接続料
を適用すべきとのエヌ・ティ・テ
ィ・コミュニケーションズの意見が
引用されており、これを修正する 
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  なお、草案３３ページに「事業者間の役務提供において
接続料を適用すべきとの意見が提出された。（…エヌ・テ
ィ・ティ・コミュニケーションズ）」という記述がありま
すが、上記のとおり、弊社の主張は事業者間役務提供の原
則自由化です。その中で相互接続によるものも、現行の
「ブツ切り役務」から事業者向け役務提供の形態に移行す
ることを提言したものです。したがって、草案３３ページ
の事業者意見の記述を次のように修正して頂きたいと考え
ます。 

 

必要性は認められないが、同社の関
連の意見を追加的に記載することと
する。（第Ⅳ章第２節２） 

 「事業者間の役務提供については自由な取引を可能にす
べきとの意見が提出された。（…エヌ・ティ・ティ・コ
ミュニケーションズ） 

  

  
（ＮＴＴコミュニケーションズ） 
 

 

  
 意見５５ キャリアズレートの設定による競争の促進とユ

ニバーサルサービスの維持に関して、全体としての
議論がなされるべき。 

 

 
82 公衆網におけるキャリアズレートの設定については財務
に与える影響が大きいこと、及びＮＴＴ東西にはユニバー
サルサービスの提供が課されていることから、キャリアズ
レートの設定による競争の促進とユニバーサルサービスの
維持に関して、全体としての議論がなされるべきであり、
その結果を踏まえて検討すべきものと考えます。 
 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

考え方５５ 
 
 公衆網における事業者向け割引料
金（キャリアズレート）の設定の具
体的な態様については、引き続き審
議会において詰めていく必要があ
る。 
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第Ⅴ章 その他 

 
１ 接続関連費用の負担の考え方 

意見 当審議会の考え方 
  
 意見５６ 追加機能は今後も個別負担とすることを明確化

する必要がある。 
 考え方５６ 

 
83 他事業者要望により追加する機能に関わるコストについ
ては、追加機能の投資回収の観点から、現在と同様にＬＲ
ＩＣ導入後についても「網改造料」、あるいは追加機能の
利用見合いで設定する「新たな網使用料」として当該機能
の利用事業者が個別に負担することを明確化する必要があ
ると考えており、ＮＴＴ東西の過度なコスト負担とならな
いよう充分に配慮していただきたいと考えます。 
 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 追加機能の費用が当然に個別負担
の対象となるものとは考えられず、
適正な負担方法について引き続き審
議会において検討を行っていくこと
となる。 

  
 意見５７ 「基本機能」の定義を明確化すべき。  考え方５７ 
  
84 前回の意見でも述べさせていただきましたが、基本機能
の定義が明確化されていないため、現在でも以下の設備に
ついて、ＮＴＴとの間で問題となっております。 
 
 具体的問題点 
・ DSM-I 
・ 多数事業者間インタフェ－スを利用した接続形態にお
ける事業者間精算機能（精算情報に基づく、アクセスチ
ャージ請求を適正な事業者に区分する機能） 
 
 従って、以上２点の設備につきましては、今後具体的ス
ケジュール等を取り決めていただき、早急に接続ルールの早急に接続ルールの早急に接続ルールの早急に接続ルールの
場で基本機能か否かについて、明確にしていただきたい場で基本機能か否かについて、明確にしていただきたい場で基本機能か否かについて、明確にしていただきたい場で基本機能か否かについて、明確にしていただきたいと
考えます。 
 また、今後このような問題が起こらないように、基本機
能の定義を明確化する必要があると考えます。 
（ＫＤＤＩ） 
 

 ＤＳＭ－Ｉや事業者間精算機能
等、「網使用料」によって費用を回
収すべきか否かについて対立がある
設備を含め、「網使用料」と「網改
造料」との区分の妥当性について、
来年の審議会における審議において
最終答申に向けて検討を行うことと
する。答申本文においてもその旨を
明示することとする（第Ⅴ章１）。 

85 早急に「網改造料（個別機能）」「網使用料（基本機
能）」の範囲に関する再検証を行い、どこまでを利用に応
じた負担とするかについてパブリック・コメント方式によ
って利害関係者から広く意見を求めていただきたいと考え
ます。 

 （ＴＴＮｅｔ） 
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２ ＩＳＤＮから電話への同番移行 
  
 意見５８－１ ＩＳＤＮサービスを行う事業者と競争事業

者の公平性のために追加コストを競争事業者に押し
付けるべきではない。 

 

 
86 ISDNサービスを行う事業者と競争事業者の公平性が問わ
れており、その運用面での実現の徹底の議論である筈が、
すりかえにより、新たな機能の追加コストを強制的に競争
事業者に押し付ける案に至る論理が不明である。採算度外
視の交換機ソフト開発負担を産業全体に分担させることに
よって、ブロードバンドIPによる変革の遅延を図ろうとす
る新たな試みとも見える。 
 （東京めたりっく） 
 

考え方５８ 
 
 電話からＩＳＤＮへの同番移行と
異なる形でＩＳＤＮから電話への同
番移行を行うことは公正とは言い難
い。ＩＳＤＮから電話への同番移行
の確保については、長期増分費用モ
デルの中では既に機能として含まれ
ていることも踏まえ、今後検討を進
めるべきである。 

  
 意見５８－２ ＩＳＤＮが電話への同番移行の実現には費

用回収が出来ることが前提である。 
  

  
87 従来、いわゆる「同番移行」は、電話からＩＳＤＮへの
移行需要の拡大に対応し、お客様利便の向上の観点から実
施してきており、妥当な対応であったと考えます。 
 しかしながら、既存ＩＳＤＮユーザがＤＳＬサービスを
利用したいという要望が今後多く出てくることも想定され
ることから、これに対応するために、同一番号によるＩＳ
ＤＮから加入電話への移行のためのシステム開発に取り組
んでいくこととします。 

 なお、本機能を実現するためには相当の開発期間と費用
が必要であり、優先接続機能及び番号ポータビリティ機能
と同様、対処に係わる費用の回収ができることが前提であ
ると考えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 
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３ 網機能提供計画 
  
 意見５９ 網機能提供計画については、制度自体のあり方

等制度全般に渡って十分議論されるべき。 
 考え方５９ 

 
88 ＩＴ革命を推進する観点から、技術革新が早まる中、新
技術導入の円滑化を図り、新サービスの利用者への早期提
供を可能とするためには、現行の網機能提供計画の制度見
直しは必要と考えます。今後の具体的な検討にあたって
は、網機能提供計画の対象とすべき必要性の検討のみなら
ず、網機能提供計画の運用実績や、日本の相互接続に係る
標準化スキーム及び網機能提供計画以外のＮＴＴ東西の情
報開示状況を踏まえて、制度自体のあり方等制度全般に渡
って十分議論されるべきものと考えます。 
 指定設備との相互接続に必要な情報開示（提供）ついて
は、ＴＴＣ等の標準化機関や事業者間フォーラム等におい
て意見反映等が可能なこと及びＮＴＴ東西における自主的
な情報開示等により十分対応可能であることから、二重の
公表手続きとなる網機能の他事業者意見反映等のための事
前開示は不要と考えます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

 網機能提供計画についての再検証
においては、これまでの運用実績を
十分踏まえて、その必要性等を吟味
していく必要がある。 
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４ 接続ルールの見直し 
  
 意見６０ 「今後検討」とされた事項の結論を得る時期と

検討の場を明確にすべき。 
 考え方６０ 

 
89 今回、「今後検討」とされた事項については、その結論
を得る時期を明確にし、引き続き検討の場を設けるべきと
考えます。具体的には、来年度の接続約款変更（料金等の
大幅な変更）時期に間に合うように検討が行われるべきと
考えます。 
（ＪＴ） 
 

 今後の検討の進め方については本
答申の本文において明記することと
する。 
（第Ⅱ章第１節３(3)⑥、第Ⅲ章３
(5)、第Ⅳ章第１節３(1)③、同第２
節３(2)、第Ⅵ章２） 
 

  
 意見６１ 接続制度の定期的な見直しを行うべき。  考え方６１ 
  
90 光ファイバのアンバンドル等の重要課題であると考えら
れるものについては、毎年度見直し、それ以外の問題につ
いては、２年に１度見直す等の期間の短縮が必要と考えま
す。また、これに伴ない、新たな法的整備法的整備法的整備法的整備も必要と考えま
す。 
 前回の弊社意見（「接続ルールの見直しについて（平成
１２年１０月２３日付）」 ～P.23～）でも述べさせてい
ただきましたが、現行の接続ルール上の「早急に見直すべ早急に見直すべ早急に見直すべ早急に見直すべ
き問題が生じた場合には、次回の見直し時期を待たずに、き問題が生じた場合には、次回の見直し時期を待たずに、き問題が生じた場合には、次回の見直し時期を待たずに、き問題が生じた場合には、次回の見直し時期を待たずに、
個別に対応していく必要がある。個別に対応していく必要がある。個別に対応していく必要がある。個別に対応していく必要がある。」については、より公正
な競争を図るためにも、引き続き担保するべきと考えま
す。 
 （ＫＤＤＩ） 
 

 接続制度は平成１４年度を目途と
して再度見直すこととし、その後も
当分概ね２年毎に見直しを行ってい
くこととする。又、早急に見直すべ
き問題が生じた場合には、次回の見
直し時期を待たずに、個別に対応し
ていくこととする。 
 以上の旨を本答申の本文において
も明記することとする。 
（第Ⅴ章５） 

91 接続制度を定期的に見直すにあたっては、当分の間毎年
見直すべきである。 
 （レベルスリー） 
 

 

92 当社としては２年後が適当であると考えます。その間に
おいても、これまで実施してきたように、接続約款の申
請・認可時に省令で実施できる範囲内で随時実行していく
べきと考えます。 
 （ＪＴ） 
 

 

93 答申案において、接続制度の定期的見直しの必要性が述
べられていますが、当社もこれに賛同します。次回以降の
見直し時期に関しては、電気通信事業分野の変化が非常に
早いことを鑑みると、今回のように「３年後」ではなく、
今後の見直しは１年ごとに行うというように、より短期間
で継続的に行うことを定めることが適当です。 
 また、見直しを行う時期については、適宜法令及び省令
改正を行うためのスケジュールを鑑み、毎年度初頭に十分
な期間を確保してパブリックコメントを招請して行うこと
を制度化することが適当です。 

 （Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
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 意見６２ 接続ルールの見直しに係る意見招請期間を長期

化し、当局側の対応と透明性確保を図るべき。 
 考え方６２ 

 
94 今回の接続ルール見直しに係る意見招請の期間は実質２
週間しか与えられておらず、このように重要な制度改革に
係る意見招請期間としては短期間に過ぎるものと考えま
す。通常４週間、これが不適当な場合でも最低３週間以上
の期間を確保し意見招請を行うことが、重要な制度改革に
あたり一般国民及び関係事業者等の意見を十分に反映させ
るために必要であると考えます。 

  また、パブリックコメント制度の運用に際しては、必ず
提出されたコメントに対する政策当局の考え方が示されね
ばなりません。さらに、その考え方に対する再意見への当
局側の対応がなければパブリックコメント制度は有効に機
能することはありません。 

  この他、議論の透明性及び公正性を確保するため、接続
ルールの見直し等を議論する場である電気通信審議会及び
その下に組織される各種委員会並びに研究会の議事録を公
開することが適当であると考えます。 

 （Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 

 今回の接続ルールの見直しに当た
って、意見招請期間は第１回（平成
１２年１０月）が１４日間、第２回
（同１１・１２月）が１８日間設け
られたところであり、検討スケジュ
ールとの兼ね合いを考慮しつつでき
るだけの期間を今後とも確保してい
きたい。 
 今回の意見招請において提出され
た各意見については、当審議会にお
いて考え方を整理して公表してい
る。又、電気通信事業部会の議事録
や配布資料を公開する等、手続の透
明化を図っているところである。 

  
 意見６３ 急速な環境変化を踏まえ、より各事業者の創意

工夫が発揮できるサービス競争が実現できるような
方向で、規制緩和の観点に立った「接続ルール」の
見直しが必要。 

 考え方６３ 
 
 第一次答申（草案）では、端末系
伝送路と一体として提供される電気 

 通信設備について、音声伝送やデー 
95 ①中継系他事業者による相次ぐ市内参入、②ＩＳＤＮ 
ｏｖｅｒ ＤＳＬやＶＯＩＣＥ ｏｖｅｒ ＩＰなどの新
技術の出現、③ＣＡＴＶインターネットの急進など、電気
通信市場におけるシステムやサービスの変化は激しく、従
来のシステムやサービスの概念では適切に対応することが
困難になってきています。また、今後更にその変化は急激
に加速するものと見込まれます。 
 このような急速な環境変化を踏まえ、より各事業者の創
意工夫が発揮できるサービス競争が実現できるような方向
で、規制緩和の観点に立った「接続ルール」の見直しが必
要と考えます。 
 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

タ伝送等の役務の種類により指定電
気通信設備に該当するか否かを決し
ていた現在の方式を改め、電気通信
市場における変化に応じて公正競争
条件を担保で切るような枠組につい
て提言を行っている。 

  
 意見６４ 接続ルールの見直しの際に、米国の政策項目に

ついて実現していただきたい。 
 考え方６４ 

  接続ルール等競争政策の見直し 
96 「ＩＴ革命を推進するための電気通信事業における競争
政策の在り方についての特別部会」において東西ＮＴＴの
業務範囲について議論されていますが、東西ＮＴＴの業務
範囲の拡大を議論するのであれば、弊社のこれまでの主張
に加え、実態として地域通信市場の競争を促進させるた
め、接続ルール見直しの際に、例えば次頁、次々頁の項目 

は、米国の法令如何とは関係なく、
必要に応じて行っていく必要があ
る。 
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 についても、実現していただきたいと考えます。（既に主
張しているものの、実現していない項目も含まれていま
す。） 
 （ＫＤＤＩ） 
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（その他） 

意見・質問 考え方 
  
 意見６５ ＮＴＴ東日本・西日本の第一マンホール以遠の

管路・とう道について提供義務を課すべき。 
 

 
97 現行の接続ルールでは、東西NTTの所有する管路・とう道
について第一マンホールまでが「接続に必要不可欠な設
備」として義務的提供区間と規定され、接続約款にその提
供料金額が定められている。しかし、第一マンホールより
先は一般提供区間とされ、提供義務は課されていない。提
供条件は基本的に交渉で決定されるが、通常は東西NTTが決
めた条件で提供される。 
 歴史的に見れば、NTTが管路・とう道を建設する際には、
第一マンホールよりNTTの通信用建物に近いところであろう
と、遠いところであろうと、公益事業特権によって道路に
これらの施設を建設できたことに変わりはない。したがっ
て、東西NTTの所有する管路・とう道は、第一マンホール以
遠でも義務的提供区間として接続約款でその提供条件を明
確に規定するか、提供義務を東西NTTに課す新しい規則を策
定すべきである。 
 （レベルスリー） 
 

考え方６５ 
 
 ＮＴＴ東日本・西日本の管路・と
う道の内、指定電気通信設備との円
滑な接続に必要であるものについて
は、接続ルールの一環として提供義
務が設定されている。それ以外のも
のの利用については、当審議会にお
いて、「ＩＴ革命を推進するための
電気通信事業における競争政策の在
り方について」の諮問を受けて、線
路敷設権に関する議論の中で取り扱
われている。 

  
 意見６６ ＮＴＴ東日本・西日本の情報開示を進めるべ
き。 

 考え方６６ 

  
98 現在、コロケーションに対する料金及び標準調査期間等
に係る東西NTTの接続約款の変更が諮問されているところで
すが、接続の円滑化のためには、低廉かつ短期間での実施
が可能となる必要があります 
 今回の見直しに関する弊社の意見は別に述べるものです
が、基本的な考え方として以下の３点が上げられます。 
(ｲ) 東西NTTの費用情報の開示による適正な費用の算定 
(ﾛ) 詳細な調査項目の開示等により、事前調査期間を必要
最低限とすること 
(ﾊ) コロケーションに係る費用及び標準調査期間の定期的
な見直しの実施と、そのために必要な情報を東西NTTが定
期的に開示すること 

 （Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 

 情報開示は極力進めていく必要が
あり、これに関する制度の改正も必
要に応じて行っていく必要がある。 

  
 意見６７ 工期を短縮し、短縮工事のときの割増工事費に

ついて法律で規制すべき。 
 考え方６７ 

  工事期間の短縮に向けた努力は今 
99 標準工期としてＮＴＴ地域会社と相互接続点を新設する
場合は、申込から１２ヶ月、相互接続用伝送路を増設する
場合は、申込から１１ヶ月（申込は、毎年５月と９月の２
回のみ）であり、事前交渉を含めると１年以上を要してお
ります。実際に、ＮＴＴコミュニケーションズとの相互接
続伝送路の増設は、３ヶ月程度にて実現されており、昨今

後も必要と考えられ、短縮の為に追
加料金を支払う義務も接続事業者に
は存在しない。 
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の通信トラフィックの伸びや新規参入事業者の増加を考え
ますと、ＮＴＴ地域会社との相互接続にこのような長期間
を要することは、事業展開への大きな障害となっており、
申込受付期間及び工期の短縮をすべきと考えます。また、
ＮＴＴ地域会社に、この標準工期の短縮の要望をした場合
には、短縮工事費及び緊急対策工事費の名目で法外な工事
費を要求されます。標準工期を６ヵ月以内の短縮の場合
は、短縮工事費、６ヵ月以上の短縮の場合は、短縮工事費
と緊急対策工事費が請求され、接続回線数によっては、数
億円の費用が必要となります。このような独占事業者によ
る競争促進を阻害する事項につき、法律にて規制すべきと
考えます。 
 （ＭＣＩワールドコム） 
 
  
 意見６８ 接続約款別表２接続形態についても届出の対象

とするなど、事業者全体により一層の規制緩和が必
要。 

 考え方６８ 

  接続形態に関しては、接続約款の 
100 ＮＴＴ東西としても、自由なビジネス展開の促進に資す
ることから手続の簡素化は賛成致します。 
 しかしながら、その検討対象は市場支配力を有さない事
業者間の接続協定のみならず、接続約款別表２接続形態
（以下「別表２」といいます。）についても届出の対象と
するなど、事業者全体により一層の規制緩和が必要であり
ます。 
 
（理由等） 
 ＮＴＴ東西は、これまで他事業者の個々の要望に基づい
て、平成10年３月の接続約款制定以来本年１１月に至るま
で、別表２の追加で延べ２３回認可申請を行い、認可頂い
ております。別表２の追加はＮＴＴ東西の指定設備との接
続の条件の変更によるものではなく、他事業者の新サービ
ス開始及び新規事業者や多数の事業者間の接続開始に伴い
利用者に対する責任等を明確にするため、利用者料金設定
事業者や利用者料金請求事業者等の変更がそのほとんどと
なっております。よって、今回議論となっているボトルネ
ック性や市場支配力とは無関係の接続約款の変更であるこ
とから、迅速に多彩な接続の形態を実現するためには他事
業者間の接続協定と手続の簡素化のため同様の規制緩和を
行なっていただくことが必要と考えます。 
 また、他事業者の新サービス及び新規事業者との接続に
おいて、ＮＴＴ東西の指定設備を多数事業者間の相互接続
で利用する場合にサービス開始前に接続約款の認可を待つ
こととなり、折角の規制緩和の趣旨が生かされないことに
もなります。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

中でも規定内容が複雑に亘り、手続
を煩瑣としている面がある一方で、
これにより料金設定権の所在につい
て一定の担保手段となっている面が
ある。 
 これについては、届出対象につい
て検討し結論を出していく必要があ
る。 

  
 意見６９ 長期増分費用方式と実際費用方式との並存等に

より設備構成の切り替えが生じ、費用回収が困難と
なりかねない。費用回収とモデルを見直す必要があ
る。 

 考え方６９ 
 
 市場における行動のシグナルが適 
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 切なものとなることで不測のリスク 
101 他事業者の市内参入に伴い、要望に基づき回線増設を行
っているが、予測どおりにトラヒックが生じないケース、
頻繁に設備構成を切り替えるケース及び撤退するケース等
では、ＮＴＴ東西の投資に伴う費用の回収が困難となりま
す。 
 現在、その回収方法については、当事者間にて交渉して
いるところでありますが、接続ルールの中で具体的な指針
が示されることを求めます。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

が頻繁に生じることでトラヒック増
の減退や設備構成の過度の切り替え
を生じないようにする必要がある。
長期増分費用方式が導入されない部
分における指定電気通信設備におい
てもできる限りの効率化に努め、接
続料の低廉化を実現する必要があ
る。 
 長期増分費用方式が中継伝送共用
機能の接続料について導入される一
方で、中継伝送専用機能の接続料が 
実際費用方式で算定されて十分な低 

102 モデルと実際の設備構成が異なることにより、モデルに
よる接続料金水準（仮想的な料金水準）を前提として、他事
業者がＩＣ接続（概ね県単位で一ヶ所の接続）により市内参
入を行うことが可能になる等、競争のフレームワークが大き
く変化し、ＮＴＴ東西の経営も大きな影響を蒙るものと考え
ております。特にＩＣ接続のモデル上のコストと実績コスト
が大きく乖離していることに問題があると考えております。
また、市内参入に伴い、他事業者要望に応じてモデルが想定
していないＧＣ～ＩＣ間の回線増設等が必要となり、新たな
設備投資によるリスクが発生するおそれも生じますので、こ
のコストが確実に回収されることが必要であると考えており
ます。モデルの見直しに当たっては、現実的なものとなるよ
う強く要望します。 
 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

廉化が見込まれない場合には、ＧＣ
接続とＺＣ接続との間で非効率的な
切り替えが生じかねないため、中継
伝送専用機能の接続料への長期増分
費用方式の導入について検討を進め
ると共に、設備の効率化等を通じて
その実際費用方式により算定される
接続料の低廉化に向けた努力が行わ
れるべきである。 

  
 意見７０ 管路・とう道は指定電気通信設備かどうかをは

っきりすべき。 
 考え方７０ 

  管路・とう道は指定電気通信設備 
103 まず、指定電気通信事業者の保有する管路とうどう設
備、並びに、加入者宅内の管路設備を指定電気通信設備に
指定するのかどうかをはっきりするべきである。現在、指
定電気通信設備は、指定電気通信事業者の目の前の第一マ
ンホールまでの管路とうどう設備と限定しているが、道路
渋滞と歴史的に構築されてきた地中設備の複雑な構造によ
り、現実的なコストで再構築不可能な地中管路設備をもっ
て、競合する事業者が事実上現実的なコストで網構築でき
ないようにすることにより、都市の交通機能を人質にして
指定電気通信事業者による事業支配を永遠に可能にしてい
るのは、独占禁止法に照らして問題ではないか? 
 
 今回の接続約款の改正は、指定電気通信設備の範囲を、
電気通信事業法施行細則第二十三条の四、(指定電気通信設
備との接続に関する接続約款認可の基準)の3、並びに、サ
ービスの貿易の自由化条約第四議定書に抵触している虞が
ある。 
 また、もし、今回の接続約款の改正が、指定電気通信設
備の範囲について、電気通信事業法施行細則第二十三条の

ではない。 
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四 (指定電気通信設備との接続に関する接続約款認可の基
準)の3に抵触していないとすれば、電気通信事業法施行細
則第二十三条の四 (指定電気通信設備との接続に関する接
続約款認可の基準)の3は、サービスの貿易の自由化条約第
四議定書に抵触している虞がある。 
 
 まず、不可欠な設備の範囲についてひとつ、明確にして
おきたい。指定電気通信設備と、公衆電気通信の伝送網又
は伝送サービスに係る設備における、「不可欠な設備」と
いうふたつの用語の間にどのような関係があるのか、ある
いは無いのか? まず、この点について明確な説明が頂きた
い。電気通信事業法、並びに、電気通信事業法施行細則の
指定電気通信設備の範囲には、指定電気通信事業者の加入
者一般にいたる管路とうどう設備は、指定電気通信設備に
含まれているのかいないのか? 
 ところが、指定電気通信事業者の接続約款、並びに今回
の改正接続約款では、不可欠設備の範囲を指定電気通信事
業者の通信建物から工事可能な最も近いマンホールまでと
規定しています。また、今回の改正接続約款の改定案で
は、浩然と、不可欠設備の範囲をあたかも、指定電気通信
事業者の通信建物から工事可能な当社の指定する最も近い
マンホールまでと指定している。 
 
 電気通信事業法施行細則第二十三条の二において、指定
電気通信設備の基準等について定められているが、その規
定の中には、指定電気通信事業者の通信用建物から最も近
い工事可能な当社の指定するマンホールを示唆する条項は
どこにも無い。 
 
 また、不可欠な設備とは、サービスの貿易に関する一般
協定第四議定書では、次のように規定されている。 
 
 「不可欠な設備」とは、次の(a)及び(b)の要件を満たす
公衆電気通信の伝送網又は伝送サービスに係る設備をいう 

 
(a) 単一又は限られた数のサービスの提供者によって専
ら又は主として提供されていること 

(b) サービスの提供において代替されることが経済的又
は技術的に実行可能でないこと 

 
と定義している。 
 
 また、サービスの貿易に関する一般協定第四議定書では、 
 
 「主要なサービスの提供者」とは、次のいずれかの結果
として、基本電気通信サービスに関連する市場において(価
ｘ格及び供給に関する)参加の条件に著しく影響を及ぼす能
力を有するサービス提供者を言う 
(a) 不可欠な設備の管理 
(b) 当該市場における自己の地位の利用 
 
 と定義している。 
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 まず、御省が、不可欠設備の範囲をどのように考えてい
るのかお聞かせいただければ幸いである。特に、 
 
1. 指定電気通信事業者の不可欠設備の範囲を、指定電気通
信事業者の設備と、他の事業者の相互接続の為に不可欠
な、指定電気通信事業者にもっとも近いマンホールまでの
設備の事を言うのか 
 
2. 指定電気通信事業者の設備において、加入者へのアクセ
スを構成するために、再構築が現実に不可能な、その独占
が ATM600Mbps における費用のように、独占による弊害が略
奪的収奪の機会を構成する、加入者へのアクセスにおいて
不可欠な設備を意味するのか 
 
それを、まず、明確にできないものでしょうか? 
 
 不可欠設備の範囲だが、加入者への電気通信役務を提供
する再構築不能な事実上の不可欠設備として、指定電気通
信事業者の管路とうどうと、加入者宅の導入管路を含む、
すべての管路設備を含めるべきである。 
 
 郵政省の事業法においては指定電気通信事業者の「不可
欠設備」(指定電気通信設備)の範囲として、管路とうどう
を含んでいるが、「指定電気通信事業者の接続約款」にお
いては、不可欠設備の範囲の解釈を相互接続に不可欠な設
備の範囲*1 と曲解し、指定電気通信事業者にもっとも近い
マンホールまでの設備についてのみ、約款で定められた料
金で貸し出され、その直近のマンホールより以遠は、再取
得価格をベースに、約款ベースの価格費用の 10 倍以上の価
格費用で貸し出されているのが実情である。これでは、巨
額の貿易赤字を背景に、米国政府が、5年間も掛けて交渉
してきた日本の電気通信への競争環境の実現はすべて絵空
事である。 
 
 これは、サービスの貿易の自由化条約第四議定書に違反
している。 
 
 さらに、長期増分費用モデルにより、仮想的なローカル
コンペティションが実現できていることを留保するために
は、長期増分費用モデルの有効性を検証できるように、指
定電気通信事業者の管路を、接続約款ベースのコストで借
用して、競合する電気通信事業者が、指定電気通信事業者
と差別的でない条件で、指定電気通信事業者から借りた管
路設備の上に構築することによって網構築できることが必
要である。(図1) 米国では、連邦通信法（第224条）にお
いて、公益事業者は、電気通信事業者等に対して、電柱・
管路等への非差別的なアクセスを提供することが義務付け
られている。日本の指定電気通信事業者の、線路設備への
差別的なアクセスは問題である。 
 長期増分費用モデルを接続料に導入する限り、指定電気
通信事業者の管路とうどうを、簿価ベースで使用して、
CLECが、回線を自ら建設できる道を確保していなくては、
長期増分費用を導入しているとはいえない。 
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 設備コストを自ら建築した場合とその、自ら建設したイ
ンフラを適当な掛け率で実効年限で減価償却した償却費用
に保守費用と適切なマージンを加えて算出される自ら、
「増分費用」をベースに構築したファイバー設備の利用料
と、指定電気通信事業者から回線を借り受ける費用との間
には、何らかの裁定の働く接続料のコスト構造でなくては
ならない。そのような、裁定が働くように競合する事業者
が同じコスト構造で網構築できる道を残しておくことは、
長期増分費用モデルの接続料への導入による、二重インフ
ラ投資へのインセンティブを抑える働きになる。 
 WTOに加盟する第四議定書を批准している日本以外の東ア
ジアのすべての国々において、電力事業者や通信事業者の
管路とうどう設備は、他の競合する通信事業者にコストベ
ースで貸し出されている。その費用は、一条のみの管路を
再構築するコストをもって産出されるコストによって貸し
出されているわけではない。日本がかくのごとく世界に遅
れをとっているのはそのような公正取引に基づいた非対称
規制を行っていないからである。 
 （筒井） 
 
 


